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序　　　　　文

エジプト・アラブ共和国における障害者サービスについては、社会連帯省（ Ministry of Social

Solidarity：MOSS）によって、主に都市部に設置された約40の総合リハビリテーションセンタ

ーが、リハビリテーションサービス、理学療法、社会教育などを行っています。しかしながら、

実際にこれら施設のサービスを受けている障害者は都市部で10％程度、地方では2％に過ぎない

と言われています。

この状況を改善するため、MOSSはNGOやその認可団体である地域開発団体（Community

Development Association：CDA）を活用したCBR（Community Based Rehabilitation：地域に根

ざしたリハビリテーション）を推進することとし、同政策の効果的な実施に向けて、わが国に技

術協力を要請しました。

JICAは、第1次および第2次事前評価調査団を派遣し（2005年3月、2005年8月）、これらの調

査結果を踏まえ、2006年2月に討議議事録（R/D）にてプロジェクト内容について確定し、短期

専門家派遣等による準備作業を経て、2006年11月からの長期専門家派遣をもって3年間の予定で

本プロジェクトを開始しました。

プロジェクトにおいては、地域に根ざしたリハビリテーション（CBR）によって障害者のエン

パワメントを目指し、シャルキーヤ県内のモデル地域（サフール村）でのCBR試行・導入を行

っています。

今般、開始から約2年が経過した本プロジェクトの進捗について評価し、プロジェクト関係者

（エジプト側・日本側）の間で活動内容、成果およびプロジェクト目標の確認を行うため、2008

年10月25日から11月8日にかけて、エジプト側関係機関との共同作業により中間評価調査を実

施しました。

本報告書は、かかる調査の協議結果をまとめたものであり、今後の技術協力の実施にあたって

参考となれば幸いです。

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、深く謝意を表するとともに、

引き続き一層のご支援をお願い申し上げます。

平成20年11月

独立行政法人国際協力機構

エジプト事務所長　松下　篤





１．案件の概要

国名：エジプト・アラブ共和国

分野：社会保障

所轄部署： JICAエジプト事務所

プロジェクト期間：2006年11月～2008年
11月（3年）

実質協力期間：2006年 3月～ 2008年 11月
（約3年8か月）

実施協議討議議事録（R/D）署名：
2006年2月22日

１－１　協力の背景と概要
エジプト・アラブ共和国（以下、エジプト国）の障害者サービスは、社会連帯省（Ministry of Social

Solidarity：MOSS）により総合リハビリテーションセンターが主に都市部に設置され、機能リハビリテ
ーション、理学療法、社会教育などを行っているが、施設サービスを受ける障害者は都市部で10％程度、
地方では2％に過ぎないと報告されている。現在MOSSは、障害者が生活で直面する問題を解決するには
こうした施設サービスだけでは不十分と認識し、地域に根ざしたリハビリテーション（Community
Based Rehabilitation：CBR）を障害者支援のもう一つの柱とし、NGOや地域開発団体（Community
Development Association：CDA）を実施主体としたアプローチ展開と、効果的なCBRメカニズムの構築
に着手している。
本プロジェクトでは、地域に根ざした活動により障害者のエンパワメントを図るCBR普及を長期的目
標とし、シャルキーヤ県・サフール村でのCBR事業の試行と経験を通じて、長期的にはシャルキーヤ県
内周辺郡での事業展開を目指すものである。
かかる内容で2006年2月にR/Dが署名され、同年3月にベースライン調査、8月～11月に短期専門家派

遣（地域分析/PLA研修）を行い、対象地域の現状把握を行ったうえで（準備期間）、11月に長期専門家
（CBR推進）が着任、着任日から3年の予定期間でプロジェクトが開始された。

１－２　協力内容（評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス：PDMe）
１－２－１　上位目標
社会連帯省のイニシアティブにより、特定されたCBRアプローチを活用した障害者支援事業が、シ
ャルキーヤ県内の周辺郡でも実施・普及される。

１－２－２　プロジェクト目標
サフール村の障害児・者が、地域の一員として地域活動に積極的に参加するようになる。

１－２－３　成果
（1）パイロット地域の障害者支援に係る地域資源とアプローチが特定される
（2）CBRボランティア活動が継続的に行われる
（3）障害児・者の地域活動への参加機会が拡大される
（4）住民の障害児・者についての理解が深まる
（5）CBRの事例が取りまとめられる

１－２－４　投入実績（評価時2008年10月時点）
（1）日本側

1）人材（以下、計17名の人材）
日本人専門家長期1名、短期1名、ベースライン調査委託1名（1社）、研修講師3名、通訳2名、

案件名：地域開発活動としての障害者支援プロジ
ェクト

援助形態：専門家派遣、プロジェクト技術協力

協力金額（評価時点）：約43,717千円（約2年半）

先方関係機関：社会連帯省 （MOSS）、社会連帯
省シャルキーヤ支局、サフール村
地域開発協会（CDA）

日本側協力機関：（本邦研修先）

他の関連協力：

評価調査結果要約表

協力期間



技術支援ローカル人材10名
2）国外研修
①本邦CBR研修（福井県）2回（計3名）の実施、②シリアでのアラブCBRセミナー1回（計3
名）の実施

3）資材購入
ワークショップ資材、セラピー用具、遊具など、小額資材の購入

4）プロジェクト経費
約43,717千円（専門家派遣費、国外研修経費、国内研修経費・受講交通費・文書作成費等）

（2）エジプト国側
1）人材（以下、約44名の運営監理・活動実施技術人材）
運営監理人材：プロジェクトダイレクター（本省）、プロジェクトマネージャー（シャルキー
ヤ支局）、成果 5担当実施マネージャー（シャルキーヤ支局）、成果 1-4担当実施マネージャー
（CDA）
技術人材：シャルキーヤ支局職員、CDA理事会員、ボランティア、障害者児・者、障害児・者
の家族

2）施設の提供
研修・WS実施施設の提供（CDA施設）

3）プロジェクト経費
約1,251米ドル
・社会連帯省・約597米ドル（人材経費・モニタリング交通費等）
・サフール村CDA・約650米ドル（活動経費、会議出席交通費、施設維持費等）

２．評価調査団の概要
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調査者 氏　名

小森　正勝

久野　研二

山内　信重

中島　啓祐

小島　京子

所　属

（独）国際協力機構　エジプト事務所　次長

（独）国際協力機構　国際協力専門員（社会保障）

神奈川学習障害教育研究協会　事務局長

（独）国際協力機構人間開発部　社会保障課

インテムコンサルティング（株）社会開発部

調査期間（現地） 2008年10月25日～2008年11月7日 評価種類：中間評価

３．評価結果の概要

３－１　実績の確認
３－１－１ 主な成果の達成度
成果（1）パイロット地域の障害者支援にかかる地域資源とアプローチが特定される
プロジェクトでは、障害者状況と地域資源の情報収集を目的としたベースライン調査および地域
分析調査（Participatory Learning and Action：PLA含む）、住民に対する障害者支援理解促進や障害
児・者の家族を含む村民の状況の把握を目的としたモバイル・キャンペーンセミナー、家庭訪問、
教訓やノウハウ抽出のための類似CBR事業の視察・学習など、これまで多様な活動が行われてきた。
他方、これら活動の関係者間でのPLAを用いた地域分析、情報共有、意見交換、これらの活動を通
した有効活用できうるリソースや可能なアプローチの特定は、いまだ行われていない。



成果（2）CBRボランティア活動が継続的に行われる
研修やワークショップを主催して、基礎的な障害児の発達理解やホームエクササイズの知識、障
害児の母親への指導知識の学習などのボランティア育成が行われてきているが、プロジェクト開始
当初に比較して、CDAでの活動時間が奉仕可能な時間に合わない、インセンティブとなる経費支払
いがない、意欲を高める支援環境が整っていないなどの理由からボランティア活動へ関心をもつ住
民は減る傾向にある。これまで9名がCDAでの活動に関わっているが、継続的・定期的に奉仕活動
を行うボランティアは現在3名程度であり、活動の継続性は不安定である。

成果（3）障害児・者の地域活動への参加機会が拡大される
プロジェクトが提供するセラピーワークショップ、一般の子どもや女性の参加を含むインクルー
シブな活動は、障害児・者やその家族に新しい地域活動参加の機会と、他の障害児・者やその家族
との交流機会を提供している。他方、プロジェクトが障害者へと促す地域活動は既存の地域活動
（教育、経済、文化、宗教等）であるよりも、CDA内の活動が主であり、かつ活動に参加する障害者
家族数は住民の一部に限られている。

成果（4）住民の障害児・者についての理解が深まる
プロジェクトの実施は、村民に障害児・者と家族の存在を認識させ、CDAを通じた支援活動への
理解を促している。インクルーシブな活動は、障害児・者と非障害児・者が共に時間を過ごし、交
流する機会を与え、地域住民への障害児・者への理解の促進に役立っている。しかしながら、地域
では障害児が教育を含む公共サービスを公平に得られないという環境条件も存在している。さらに、
プロジェクト活動への参加者は住民の一部であることから、サフール村全体における障害児・者と
障害児・者支援の意義や必要性を十分に認識するには至っていない。

成果（5） CBRの事例が取りまとめられる
活動進捗が定期的に文書化されてはいるが、これまでの経験に基づく事例の取りまとめとなる

CBRにかかる最終報告書の作成は、残期の活動として予定されている。

３－１－２　プロジェクト目標と上位目標の達成見込み
プロジェクトにおける「障害児・者の地域参加」は、これまでのところCDAが主催した計4回のイ

ベント（成果4-指標4-2）を除けば、CDA施設内での活動に限定されている。主な参加者は障害児と家
族、特に母親と女性親族であるが、その数はサフール村CDAの障害者登録数（2008年10月現在で79
名）の約7分の1程度に留まると推測される（具体数は把握できなかった）。2007年後半に、活動支援
の対象（直接裨益者）が障害児と母親に絞られたことは、活動の効果をもたらしたが、同時に活動参
加の対象者を限定することともなった。したがって、実際目指すことができるプロジェクトの達成度
については、活動参加者である障害児・者数（直接裨益者数）、参加活動の種類や頻度を含め、計画当
初に意図したよりも小規模に留まるものと予測される。
プロジェクト期間の終盤で取りまとめが予定される「CBR最終報告書」 は、社会連帯省のCBRメカ

ニズム構築や、政策策定の貴重な材料とされる予定であり、上位目標達成の材料となることが期待さ
れる。他方で、上位目標が示す「特定されたCBRアプローチ」 は、本プロジェクトが提示するものだ
けでは不十分と考えられるため、上位目標の達成のためには、社会連帯省において多様なCBR事業の
研究や経験が必要となると思量される。

３－２　評価結果の要約
３－２－１　妥当性
現在、社会連帯省はCBRを低コストでありながら有効な成果が期待できる支援方法と認識し、積極的
にCBRメカニズムの構築と事業展開を推進している。本プロジェクトの実施は、農村部におけるCBR
モデル事業として同省の方針とメカニズム構築に寄与するものであり、実施の適切性が認められる。
プロジェクトのアプローチに関しては、プロジェクト実施がサフール村住民の障害児・者に対する
認識を高めた点が認められた。ただしすでに見たとおり、プロジェクトの実施段階で活動ターゲット
が障害児とその母親およびボランティアに絞られたことから、活動の参加者は住民の一部に留まって
いる。サフール村における活動実施現場のマンパワー・技術レベル・活動財源を考慮した場合、こう
した対象の絞りこみは、実施の段階では現実的な選定であったと推測されるが、生活の質的向上や地
域参加について障害当事者と家族がアクションを起こす意欲や意思の向上（エンパワメント）を促す
には、十分なアプローチとはいい難い。



３－２－２　有効性
すでに見たとおり、現在プロジェクトは、ターゲットかつ直接裨益者をCDAでの活動に参加する障

害児とその母親にフォーカスしていることから、プロジェクト目標の達成度の範囲は当初参加者とし
て見込んでいた多様な年齢層・多様な障害種別をもつ障害児・者よりも小規模に留まるであろう。
社会連帯省本省、社会連帯省シャルキーヤ支局、サフール村CDA理事会メンバーの意見によれば、
プロジェクト開始前に比較すれば明らかなサフール村民の障害者支援に係る意識の向上（正の変化）
が見られる。しかしながら、障害児・者への生活支援や共生の意義についての認識が住民において十
分に育成されたとは言い難い。これは長期での継続的な取り組みが必要な課題であるため、残り1年の
プロジェクト活動の中で何らかの障害者にかかる意識の向上の取り組みがなされることが提言される。

３－２－３　効率性
成果の達成状況で記述したとおり、プロジェクトにおいてボランティアは基礎的な障害児ケア知識、
動きを促進して親子のコミュニケーションを助けるホームエクササイズ知識などを習得し、約9名のボ
ランティアがこれまでCDAでの活動に従事してきた。しかし、現在において継続的・定期的に奉仕活
動を行っているのは3名程度に留まる。
プロジェクトが提供するインクルーシブな活動は、障害児・者やその家族に新しい地域活動参加の機
会と、他の障害児・者やその家族との交流機会を提供している。こうした効果に加えて、障害児の母親
やボランティアは、痛みをともなわずかつ安全で効果のあるセラピーや身体的成長とともに精神的成長
を促す育児知識の習得に意欲を示している。研修・ワークショップ参加者である障害児の家族において
は、子どもの生活の質を高めることへの希望や、他の家族との交流を求める意識が認められた。
有効性において言及したとおり、プロジェクトは村民に障害児・者と家族の存在を知らせ、CDAに

おける障害者支援活動についての認識を高めた。しかしながら、村には障害児の受入れを行わない学
校（小学校・中学校）も存在し（ヒアリング調査結果による）、公共サービスから漏れる障害児も多い
ことが確認されている。プロジェクト活動への参加者は住民の一部であることから、今後も多様な分
野（教育、保健、雇用、文化等）での理解促進活動が必要と考えられる。
投入については、運営監理・技術人材として、エジプト国側から5名、日本側から2名の専門家派遣が
予定どおり配置された。エジプト国側の現場の実施人材では、CDA理事会メンバー、障害者の家族、ボ
ランティアなど無償で奉仕活動を行う39名もの人材が参加している点が本プロジェクトの特徴である。
実施プロセスでは、運営監理人材の役割・業務が不明な点があり、活動進捗に影響しているため、
残期において各活動の主要アクター、モニター担当者と方法を具体的に定め、アクター間の情報共有
の緊密化とコミュニケーションの円滑化を図る必要がある。

３－２－４　インパクト
上位目標に「社会連帯省のイニシアティブにより特定されたCBRアプローチを活用した障害者支援

事業がシャルキーヤ県内の周辺郡でも実施・普及される」ことが目指され、プロジェクト期間終盤で
作成される「CBR最終報告書」 は、社会連帯省のCBRメカニズム構築や政策策定の貴重な材料とされ
る予定である。他方、上位目標が目指す「特定されたCBRアプローチ」 は本プロジェクトが提示する
ものだけでは不十分と考えられるため、上位目標の達成のためには、社会連帯省において多様なCBR
事業の研究や経験が必要と思量される。
正のインパクトとしては、CDAでの活動により、プロジェクト開始前には家にこもりがちであった
障害児の家族が、CDAで新しい友人や相談相手を見つけるなど新たな人間関係を築き、生活に新しい
喜びを見出している点があげられる。
負のインパクトとして、本邦研修人選をめぐり関係者間の人間関係が悪化したことがあり、今後の
本邦研修参加については慎重に検討を行う必要があると思われる。

３－２－５　自立発展性
社会連帯省は、政策においてCBR事業展開のメカニズム構築を意図し、本プロジェクト実施経験を
省の障害者支援政策策定の有効な検討材料の一つとする意思を示している。しかしながら、シャルキ
ーヤ県内でのCBR展開において事業の持続性を確保していくための政策的支援と枠組み（制度的・財
政的・戦略的）が、現状では不十分である。

CBRは施設型リハビリテーションに比して大きな経費を必要とはしないが、事業の持続には継続し
た活動の財源が必要である。ボランティアが育成されればプロジェクト終了後もCDAで活動が自動的
に続いていく、というものではなく、継続には必要人材や財源確保がされること、または既存の社会
資源を活用するなど投入確保のメカニズムや体制構築が必要がある。さらに障害児・者とその家族を



含めた主体化、インクルージョン推進のためのより広範な地域社会参加の体制構築も必要である。
インタビュー調査から、CBR活動に積極的に参加する障害児の母親とボランティアたちはプロジェ
クト活動で学んだ基礎的セラピー・育児等の知識を目的とともに理解し、日常生活で実践しているこ
とから、プロジェクトによる知識や技術が今後も活用されると期待できる。今後は、これらの知識を
学んだ母親やボランティアが、他の母親やボランティアへと知識を伝授し、技術と知識がより多数の
住民に活用されていくようなメカニズムづくりが求められる。

３－３　効果発現に貢献した要因
CDAで行われている活動のうち、ベビーマッサージ、プレイ・セラピー（おもちゃ作り、手工芸）な
どのワークショップについて参加した障害児の母親やボランティアから活動への高い関心と意欲、円滑
な知識の習得が確認された。これは、活動対象を障害児とその母親へとフォーカスし、彼らのニーズに
合致した活動設定がされたことによる結果と考えられる。

３－４　問題点および問題を惹起した要因
３－４－１　マンパワーと財源の不足
プロジェクト開始当初の活動のターゲットはサフール村の成人から乳幼児までの全障害児・者を想
定し、必要とされる活動規模は大きなものであった。しかしながら、現場のCBRに関する理解やニー
ズ、可能なマンパワーや財源は、当初のスコープを満たすには十分ではなかった点が観察された。

３－４－２　運営監理アクターの役割分担の不明確
本プロジェクトの特質として、多くの関係者がプロジェクトの運営監理人材（中央省・シャルキー
ヤ支局・CDA内社会連帯ユニット事務局・CDA理事会）として設定されているが、各組織の役割・業
務が明確に合意されていなかった可能性があり、これが活動の運営監理と進捗に影響を及ぼしている
と観察される。

３－４－３　モニタリング・監理活動と情報共有の不足
エジプト国側の現場視察交通費措置が適切に行われなかったことから、社会連帯省シャルキーヤ支
局のモニタリング担当者（実施マネージャー 2）の現場視察が定期的に行われなかった事実があり、
2008年度のプロジェクトコーディネーターの現場視察機会の減少も併せて、関係者間の十分な情報共
有がなされていなかった事実が認められた。

３－５　結　論
以上述べたとおり、プロジェクトはサフール村における障害児・者と家族の地域活動への参加、住民
の彼らに対する理解、障害児・者とその家族のために働くボランティアの育成において、ある程度のア
ウトカムをもたらしている。しかしながら重要な指摘事項として、現在までの対象サイトであるサフー
ル村での活動が、おおむねCDA施設内でのデイケアサービス提供の活動に留まっているという点があげ
られる。これはエジプト・日本国側双方が、当初意図していたプロジェクトのアプローチとは異なるも
のとなっている。
プロジェクト目標と上位目標の達成のためには、①情報共有と共通理解の構築を含むモニタリング・
運営監理における実施体制、②現場での各活動の継続と方法論構築、③実施関係者（中央省、支局、
CDA、障害者と家族、ボランティア）によるプロジェクト経験、すなわち、CBR事業にかかる研修（学
習）結果と教訓の共有、および④対象地域でのアウトカム持続を可能にするためのメカニズムの構築の
改善に取り組むとともに、残期において現実的な活動計画をもつ必要がある。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
３－６－１　サフール村での活動マネージメント・モニタリングのための適切な実施体制の整備
円滑な活動進捗の把握と技術的指導、関係者間の情報共有と教訓やノウハウの抽出を目的として、
特に以下の事項に取り組むことが提言される。
・社会連帯省シャルキーヤ支局によるモニタリングシステムの構築
・サフール村におけるCBR委員会設置の着手

３－６－２　サフール村における活動の持続性を確保するためのメカニズムの構築
CBR活動の安定化・持続化を目指して、特に以下の事項に取り組むことが提言される。
・活動財源の確保
・活動人材の人材育成



・地域に根ざした活動の企画とプログラムの構築

３－６－３　実施関係者によるサフール村でのプロジェクト経験のアウトカムと教訓の共有
適切な役割分担による効率的・効果的な活動実施を目指し、社会連帯省本省、社会連帯省シャルキ
ーヤ支局、サフール村CDA、障害児・者とその家族、ボランティア等、主要関係者間の共通認識の構
築を目的として、特に以下の事項に取り組むことが提言される。
・各アクターの役割の明確化
・活動進捗にかかる定期的な情報共有の実施

３－６－４　エジプト国の特性に合致した適切なCBR事業実施戦略の策定
将来のCBR事業のメカニズム構築に資する、事業実施に有効なリソースと可能なアプローチの特定

を目的として、特に以下の活動を行うことが提言される。
・CBR戦略と実践にかかるワークショップの主催
・プロジェクトの最終報告書の作成

４．改訂PDM（PDM version 2）

４－１　改定デザインの基本構成
４－１－１　最終裨益者
障害児・者とその家族
４－１－２　対象サイト
シャルキーヤ県・ディアルブ・ネゲム郡・サフール村
４－１－３　ターゲットグループ
障害児・者、障害児・者の家族、ボランティア（障害者を含む村民）、サフール村地域開発協会

（CDA）、社会連帯省シャルキーヤ支局
４－１－４　実施機関
社会連帯省、社会連帯省シャルキーヤ支局、サフール村地域開発協会（CDA）

４－２　協力内容
４－２－１　上位目標
社会連帯省のイニシアティブにより、特定されたCBRアプローチを活用した障害者支援事業が、シ
ャルキーヤ県内の周辺郡でも実施・普及される。

４－２－２　プロジェクト目標
サフール村の障害児・者が地域の一員として地域活動に積極的に参加するようになる

４－２－３　成果
（1）パイロット地域の障害者支援にかかる地域資源とアプローチが特定される
（2）住民の障害児・者についての理解が深まる
（3）ボランティア活動が継続的に行われる
（4）障害児・者の地域活動への参加機会が拡大する
（5）CBRに関する教訓・提言が取りまとめられる
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対象地図

サフール村、ファクース村の位置

サフール村
ザカジクから
車で1時間

ソフトズレイク村
現在SETIセンター
（NGO）によるCBR

が行われている
’08終了

ファクース村
ザカジクから
車で1時間

ザカジク市
シャルキーヤ県の県
庁所在地　カイロか
ら高速道路利用して
車で2時間

カイロ
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長期専門家による乳幼児マッサージ教室 短期専門家によるセミナー

社会連帯省シャルキーヤ支局での協議

中間評価ミニッツ署名

CDA屋上から見た村の様子（正面は学校）

社会連帯省本省での協議

写　　　　　真





略　語　表

CBR

CDA

DOSS

DPO

EACD

EGP（LE）＊注）

MOE

MOHP

MOSS

NCCM

NGOs

OT

PDM

PDMe

PLA

PO

R/D

Community Based Rehabiliation

Community Development Associations

Department of Social Solidarity in Sharqiya

Disabled Persons Organization

Egyptian Association for Comprehensive
Development

Egyptian Pound

Ministry of Education

Ministry of Health and Population

Ministry of Social Solidarity

National Council for Childhood and
Motherhood

Non-Governemental Organizations

Occupational Therapy

Project Design Matrix

Project Design Matrix for Evaluation

Participatory Learning and Action

Plan of Operation

Record of Discussions

地域に根ざしたリハビリテーション

地域開発協会

社会連帯省シャルキーヤ県支局

障害者組織

エジプト総合開発協会

エジプト・ポンド

教育省

保健・人口省

社会連帯省

母子国家審議会

非政府組織・団体

作業療法

プロジェクト・デザイン・マトリックス

評価用PDM

参加型学習と行動

活動実施計画表

合意議事録

*注） 1EPG = ￥19.53785 （出所： JICA統制レート、平成20年10月）
1USD = ￥105.9040（出所： JICA統制レート、平成20年10月）
1USD = EPG 5.4204（出所： JICA統制レート、平成20年10月）
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第１章　評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

エジプト・アラブ共和国（以下、エジプト国）では、社会連帯省（Ministr y of Social

Solidarity：MOSS）により総合リハビリテーションセンターが主に都市部に設置され、医療リハ

ビリテーション、社会教育などの障害者サービスが行われているが、施設サービスを受ける障害

者は都市部で10％程度、地方では2％に過ぎないと報告されている。現在、MOSSは、障害者が

生活で直面する問題を解決するにはこうした施設サービスだけでは不十分と認識し、地域に根ざ

したリハビリテーション（Community Based Rehabilitation：CBR）を障害者支援のもう一つの

柱として、NGOや地域開発団体（Community Development Association：CDA）を実施主体とし

たアプローチ展開と、効果的なCBRメカニズムの構築に着手している。しかしながら、既存の

CBR事業の取り組みは理学療法士や作業療法士などの専門職によるサービス提供に重点が置か

れ、施設サービスの代替手段としての活動が中心である。その結果、サービスを受ける障害者は

特定の障害や年齢に限定されるケースが多いうえ、活動を継続することが難しく効果の持続性は

低い傾向にある。これら問題に対処するには、障害者個人の問題解決能力を高め、障害が地域の

問題として把握されるよう地域住民への障害理解を促進し、地域と障害当事者が主体となった地

域づくりを進めることが望まれる。しかしながら、エジプト国には、このような社会モデルの考

えに基づくCBRの事業経験は少ない。

本プロジェクトでは、地域に根ざした活動により障害者のエンパワメントを図るCBR普及を

長期的目標とし、シャルキーヤ県・サフール村でのCBR事業の試行と経験を通じて、長期的に

はシャルキーヤ県内周辺郡での事業展開を目指すものである。かかる内容で2006年2月に実施協

議・討議議事録（R/D）が署名され、同年3月にベースライン調査、8月～11月に短期専門家派

遣（地域分析/PLA研修）を行い、対象地域の現状把握を行ったうえで（準備期間）、11月に長期

専門家（CBR推進）が着任、着任日から3年間の予定でプロジェクトが開始されている。

プロジェクトサイトでは、理学療法など医療的介入への要求をもつ住民におけるCBRの理解

浸透は容易でなく、プロジェクト運営に困難な場面も生じているが、住民が主体的にできる活動

に注目してCDAを活動拠点とした、障害児家族を対象とする乳幼児マッサージコース、知的障

害理解教室、多様な関係者を巻き込んだ障害者自助グループ学習、障害者の生活状況把握や相談

業務のためのホームビジット、インクルージョンを目指した地域交流会などを実施している。

本調査は、協力期間が半ばを経過した現時点で、以下事項についてエジプト・日本国側双方の

プロジェクト関係者で合意形成を行うことを目的として、実施された。

（1）準備期間を含む2006年3月から現在までのプロジェクトの実績、実施プロセス、目標と成

果の達成度の確認と取りまとめ、
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（2）準備期間を含む2006年3月から現在までの日本・エジプト国側双方の投入の確認と取りま

とめ、

（3）上記に基づくプロジェクト達成状況についての総合的な五項目評価の実施、

（4）2009年11月までの残期のプロジェクトの取り組みに対する提言、

（5）PDM-2の作成による、2009年11月までの予定活動、投入、実施体制の特定、など。

１－２　調査団構成および日程

調査日程

担　当

団長／総括

副総括／障害者支援

エジプト障害者事情

評価企画

評価分析

所　属

（独）国際協力機構エジプト事務所　次長

（独）国際協力機構国際協力専門員（社会保障）

神奈川学習障害教育研究協会　事務局長

（独）国際協力機構人間開発部社会保障課

インテムコンサルティング（株）社会開発部

氏　名

小森　正勝

久野　研二

山内　信重

中島　啓祐

小島　京子

日 程

10/25
SAT

10/26
SUN

AM

PM

PM

AM10/27
MON

調査団員・調査活動

小森　正勝
総括

田中　理
プロジェクト担当

久野研二
副総括／障害者支援

中島　啓祐
評価企画

山内　信重
エジプト障害者事情

小島　京子
評価分析

05:00 カイロ着
（MS961）

09:30 J I C A エジ
プト事務所訪問：
打合せ
11:00 社会連帯省
訪問：キックオフ
会議
（総括：田中団員
に同じ）

07:05 カイロ着
（SQ492）

09:00 調査団打合わせ
11:00 社会連帯省訪問：キックオフ
会議
・評価調査の目的と方法説明
・調査日程の確認
・意見交換
【参加者】
社会連帯省 Mr. Tawfiq（プロジェク
トダイレクター：PD）
社会連帯省 Mr. Khaled（プロジェク
トコーディネーター：PC）
社会連体シャルキーヤ支局代表者（リ
ハビリテーション部長）Mr. Ibrahim
Abd El-Ma’boud
サフール村地域開発協会（CDA）理
事会長、吉田専門家、調査団、JICA
エジプト事務所

13:00 山内団員と
の打合せ

13:00 J I C A エジ
プト事務所訪問
打合せ

カイロでの調査
エジプト障害者支
援政策調査（ヒア
リング調査・情報
データ収集）

15:00－19:00
研修講師インタビ
ュー（Ms. Susan，
Ms. Nadia）

Cairo
Zagazig

08:00 Zagazigに
移動
10:00 社会連帯シ
ャルキーヤ支局訪
問：支局長・職員
インタビュー

同上

泊

Cairo

Cairo
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日 程

10/28
TUE

PM

AM

10/29
WED

PM

AM

10/30
THU

10/31
FRI

11/1
SAT

11/2
SUN

11/3
MON

11/4
TUE

11/5
WED

11/6
THU

11/7
FRI

11/8
SAT

PM

AM

AM

AM

AM

PM

PM

PM

AM

AM

PM

PM

調査団員・調査活動

小森　正勝
総括

田中　理
プロジェクト担当

久野研二
副総括／障害者支援

中島　啓祐
評価企画

山内　信重
エジプト障害者事情

小島　京子
評価分析

シャルキーヤでの
調査
同上 Cairo

Zagazig

11:00 サフール村
訪問
C D A理事会長・
理事会メンバーイ
ンタビュー

同上

サフール村での調
査
同上 Cairo

Zagazig

11:00 サフール村
訪問
障害者家族インタ
ビュー

13:00 サフール村
訪問
成人障害者インタ
ビュー

サフール村での調
査
同上

カイロに移動

Cairo

Cairo

Cairo

Cairo

Cairo

Cairo

Cairo

Cairo

11:00 サフール村
訪問
ボランティアイン
タビュー

カイロに移動
17:00 研修講師イ
ンタビュー
（Ms. Dorothy）

調査結果取りまと
め

ミニッツドキュメ
ント作成

調査結果取りまと
め

07:05 カイロ着
（SQ492）

16:05 カイロ着
（QR514）

団内会議：1週目調査結果報告（実績等総括案、五項目評価案、PDM修正案）とミニッツ案の協議

09:00 JICAエジプト事務所訪問：団内打合せ
10:30 社会連帯省訪問
調査結果と五項目評価案の説明（相手側：Mr. Mohamed Tawfiq, PD, Mr. Khaled, PC）

10:00 社会連帯省訪問：ミニッツ協議（調査結果と五項目評価案の説明、協議）
【参加者】社会連帯省 Mr. Khaled, PC、サフール村地域開発協会（CDA）理事会長、吉田専門家、調査団、JICAエジ
プト事務所

10:00 社会連帯シャルキーヤ支局訪問：ミニッツ協議（調査結果と五項目評価案の説明、協議）
【参加者】社会連帯省Mr. Khaled, PC、社会連帯シャルキーヤ支局長Mr. Abd-ai-Badie、プロジェ
クトマネージャーPM、リハビリテーション部長Mr. Ibrahim、実施マネージャー2、財務部長
Mr. Hassanin、吉田専門家、調査団、JICAエジプト事務所

13:00 サフール村訪問（関係者へのプロジェクト調査結果概要と今後の活動の説明、他）
15:00 カイロに移動
社会連帯省訪問：ミニッツ最終案の説明

団内会議：協議資料作成

団内会議：協議資料作成、ミニッツ案修正

団内会議：ミニッツドキュメント作成

10:30 JICAエジプト事務所報告

同上

13:00 ミニッツ署名式（於：社会連帯省）
16:00 エジプト日本国大使館報告

14:15 カイロ発（SQ493）

16:00 成田着

泊
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１－３　主要面談一覧

（1）日本側

山崎　大介 在エジプト日本大使館二等書記官

松下　篤 国際協力機構エジプト事務所長

田中　理 国際協力機構エジプト事務所員

林　伸江 国際協力機構エジプト事務所員

神谷　哲郎 国際協力機構エジプト事務所ボランティア調整員

宮　貴子 エジプト防衛省附属病院アートセラピスト（元・青年

海外協力隊員）

Nour El-Din Hussein 国際協力機構エジプト事務所員

Wael Yacoub 個人コンサルタント・Egyptian NGO Support Center 

（元・ JICAエジプト事務所所員）

（2）エジプト国側

1）社会連帯省Ministry of Social Solidarity（MOSS）

Mohamed Tawfiq Mohamud Minister Advisor, MOSS

Khaled Aly Abdou Director of Department of International Cooperation,

MOSS

2）社会連帯省シャルキーヤ支局 Department of Social Solidarity（DOSS）in Sharqiya

Abd-al-Badie Abd-al-Rahman Director, DOSS

Al-Sawy Sharqiya

Ibrahim Abd El-Maboud Mohamed Acting Director, Rehabilitation Department, DOSS 

Sharqiya

Hassanin Abdel Sattar Director, Financial and Adminstrative Affairs, DOSS

Sharqiya

Fathy Ibrahim Mansour Ali Social solidarity Unit at CDA Safour, DOSS Sharqiya

3）サフール村地域開発協会 Community Development Association（CDA）of Safour

Abd-al-Azim Mohamed CDA Safour

Abd-al-Monem Fayad 議長

Mahmoud Soliman Morsy CDA Safour 理事会員

Adel Abd El-Azeem Badr CDA Safour 理事会員
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Tharwat Mohamed Sayed Ahmed CDA Safour 理事会員

Mustafa Atteyah Mohamed Ebeis CDA Safour 理事会員

4）障害者

Islam Al-Shahat Sardam 高校生（軽度知的障害）16歳

Mustafa Mohamed Ali 家事手伝い（軽度知的障害）10代後半

Azza Abd-Ali Karim 家事手伝い（左腕機能障害）16歳

Heba Saber 家事手伝い（聴覚言語障害）

5）障害者の家族

Seham Ahmed Mohamed 障害児の母

Elham Ahmed Maher Sabri 障害児の母

Sabah Hassanen Abdo 障害児の母

Hamm Mohamed 障害児の母

Ayda Abd-Al Karim 障害児の母

Susan Mohamed Ibrahim 障害児の母

Fatma Ibarahim Mohamed 障害児の母

Harady Ahmed Muhamed 障害児の姉

Amed Mohamed Salem 障害児の姉

6）ボランティア

Al-Sayed Al-Mohammady Daif 小学校教師（前・CDA理事会員）

Iman Mohamed Mohamed ALi 中学校非常勤教師

Ameen Mohammed 大学生

Mahmoud Leeman Muhamed 小学校校長

Samira Al-Sayed 大学生

Ilham Ahmed Maher 主婦

Fatma Mahmoud Ibrahim 家事手伝い（福祉活動Social Service義務期間）

Iman Abd-al-Fatah Al-Hady 家事手伝い

Reda Ibrahim Mohamed 主婦
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7）研修・ワークショップ講師

Susan Hartshorne シニア作業療法士、Agoza Rheumatology & Rehabilitation Center

Nadia Ali モンテッソリー教育専門家、Anas-Al-Wogoud Foundation代表

Dorothy Witt 作業療法士（個人）

8）その他

Mohamed Al-Hady サフール村役場長

Abdel Azim サフール第一小学校長

Dr. Sayed サフール村診療所長

Abdel Fattah サフール村診療所・医療技工士

１－４　調査の方法と項目

１－４－１　調査の手法

本プロジェクトの評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン』（2004年、国際協力機構）に

基づいて行われた。

１－４－２　評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の作成

PDMについては、R/Dで署名されたPDM―0と2008年3月に作成されたPDM―1があるが、

本調査にあたっては、以下を主な理由として、評価用PDMを準備した。

（1）プロジェクトの成果や目標達成に直結する派遣前に行われた重要な活動である、短期専

門家派遣（地域分析手法）の記載を、準備期間の活動として加筆する。

（2）ターゲットグループについて、本プロジェクトの各種研修活動に参加しCBR事業の実

施運営を学ぶ主要アクターである、社会連帯省シャルキーヤ支局、サフール村CDAを加え

る。

（3）PDM―1には、プロジェクトにおける実際の活動目的と内容の表現について不明瞭な点

が見られるため、活動目的と内容を適切に把握するために、記載表現を修正する。

（4）PDM―1には、実際の活動目的が対応する成果と合致していない点が見られ、活動と成

果の関係性を明確に把握してPDMの論理性を確保するために、記載を修正する。

（5）当初プロジェクトが目指していたところを再考し、PDM―1で削除されたいくつかの活

動を再加筆するとともに、残期1年で可能なCBRとしての活動を加筆する。

（6）プロジェクト目標、成果、投入の記載について、本プロジェクトが意図する具体的・現

実的な効果と目標が正しく把握されることに配慮して、表現を改める。
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１－４－３　主な調査項目と情報・データ収集方法

調査項目は、評価用PDMのプロジェクト目標、成果に対応する各指標と、これら達成の精

査に必要となる項目が選定された。調査項目と方法について、添付資料（1）「調査用・評価グ

リッド」を参照。文献調査に用いた主な資料は以下のとおり。

（1）四半期事業進捗報告書（2006年～2008年）

（2）セミナー実施報告書などプロジェクト活動にかかる資料（2006年～2008年）

（3）第1次および第2次事前調査報告書（2005年および2006年、R/D署名文書を含む）

（4）短期専門家業務完了報告書（2006年、地域分析手法）

（5）対象地域派遣・青年海外協力隊活動報告書（2006年、青少年活動）

（6）JICA「対エジプト国・国別援助実施計画書」（平成18年度）

（7）現地収集資料、ほか。
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第２章　プロジェクトの概要

PDM―0からPDM―1へのデザイン修正の概要、評価用PDMの内容は、以下のとおり。

２－１　プロジェクトのデザイン修正の経緯（PDM―0，PDM―1）

R/D署名のPDM-0からPDM-1への修正は、成果5を除く全体において、主に以下事項につい

て行われている。次頁のPDM-0とPDM-1の対照表を参照。

（1）主要アクターとターゲットとする対象を「障害者とその家族」から「障害児とその家族

（特に母親）」へと修正、

（2）成果1と4について「CBRに有効活用できるリソースの特定」および「ニーズの特定」に

かかる活動を削除、

（3）成果1、2、3について、期間中には実施が困難と考えられる活動を削除、

（4）成果3について、障害当事者が行う自助グループ形成を含む活動を削除、

（5）成果4について、医療的介入への希望をもつ障害児・者家族へ対応した活動を加筆、

（6）成果4について、一般女性を対象とした活動を加筆。

PDM―1の特徴としては、上述のとおり、ターゲットグループの絞り込みで母親が特定される

とともに、特に、一般女性を巻き込んだ活動が含まれ、プロジェクトの活動主体を女性へとフォ

ーカスすることが意図されている。

PDM―0からPDM―1への修正に関して、主に、エジプト国側のMOSS本省と日本側のプロジェ

クト関係者間で十分な合意が得られていない経緯があることが、現地調査において把握された。

特に、PDM修正とプロジェクト進捗についてMOSS本省から懸案として指摘された事項は、

現在の活動実績が当初意図していた脱施設サービスのCBRよりもCDAでのデイケアサービス提

供が大部分を占めざるを得ない状況となっていること、CBR活動としてモンテッソリー教育手法

が導入されていること（モンテッソリー教育はデイケアサービスに適切だがCBR活動としての

特性をもたないという社会連帯省側の理解に基づく）、CBR活動委員会がいまだ設置されていな

いことなどであった。

２－２　評価のスコープ（評価用PDM）

本調査の対象となるプロジェクト概要は評価用PDMに示されるとおりである。後掲の評価用

PDM、2年半の活動実績、図・対象サイトにおけるプロジェクトの主な活動と関係者を参照。
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PDM―0とPDM―1の対照表

目標

成果1
活動

1―1

1―2

1―3

1―4

1―5

1―6

成果2
活動

2―1

2―2

2―3

2―4

2―5

2―6

2―7

2―8

成果3
活動

3―1

CBRのパイロットモデルとして、サフール村の
障害者が地域の一員として地域活動に積極的に
参加するようになる。

パイロット地域の社会状況（障害者の数や現状、
地域リソースや社会構造など）、地域のニーズ
が把握される。

障害者、家族、地域住民やリーダーを対象に、
プロジェクトへの理解と協力を求めるための会
合を開催する。

社会調査のスキルを習得する。

プロジェクトで活用可能な地域のリソースにつ
いて調査を行い結果を取りまとめる。

障害者統計（数、種類、原因など）を取りまと
める。

地域が直面する課題と可能性についての分析結
果を取りまとめる。

障害者とその家族が直面する課題とニーズを特
定する。

CBRボランティアが継続的に活動する。

障害者とその家族を含む地域住民を集めて、プ
ロジェクトにおいてボランティアが果たす役割
とその重要性についての理解を深める。

類似プロジェクトを訪問してその経験から学
ぶ。

地域住民からCBRボランティアを募る（障害
当事者を含むこと）。

アウトプット1において分析されたニーズに応
じて、CBRボランティアのトレーニング・プロ
グラムを策定する。

様々な内容でボランティアを養成する。

CBRボランティアの活動を通じて得られた経験
や知識を共有する。

CBRボランティアの活動状況、内容をレビュー
する。

CBRボランティア（障害当事者を含む）が新た
なボランティアを養成する。

障害当事者が地域住民の協力を得ながら、自分
自身の生活上のニーズを充足することができる
ようになる。

CBRボランティア・障害当事者が、障害者のホ
ームビジットを行う。

CBRのパイロットモデルとして、サフール村の
障害者が地域の一員として地域活動に積極的に
参加するようになる。

パイロット地域の社会状況（障害者の数や現状、
地域リソースや社会構造など）、地域のニーズ
が把握される。

プロジェクトで活用可能な地域のリソースにつ
いて調査を行い結果を取りまとめる。

質的データ・情報収集を目的として、家庭訪問
（ホームビジット）および障害者登録を実施す
る。

ソースと喫緊の課題を特定するため、女性を参
加対象としたワークショップを主催する。

（削除）

（削除）

（削除）

CBRボランティアが継続的に活動する。

障害児の母親とボランティアを対象に技術研修
を実施する。

障害児の母親とボランティアが講師となり、障
害児の母親とボランティアを対象とした技術研
修を開催する。

プロジェクト特別基金を設置する（財源を確保
する）。

障害児の母、ボランティア、CDA理事会員に
よる定期会合をもち、障害児の母親活動につい
て話しあう。

地域住民、ボランティア、CDA、MOSSの参加
のもとに、月例の小児神経科診療を手配する。

村レベルのCBR活動委員会を設置する。

（削除）

（削除）

障害当事者が地域住民の協力を得ながら、自分
自身のニーズを充足することができるようにな
る。

成人障害者と障害児の母親を参加者とする育児
クラス、おもちゃ作り、乳幼児マッサージクラ
ス、お茶会など、多様な活動を主催する。

PDM―0（2006年2月作成） PDM―1（2008年3月作成）
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3―2

3―3

3―4

3―5

3―6

3―7

成果4
活動

4―1

4―2

4―3

4―4

4―5

成果5
活動

5―1

5―2

5―3

5―4

5―5

障害当事者がニーズや考えを表現する場とし
て、障害者の自助グループを形成する。

自助グループ代表のCBR運営委員会への参加
を促進する。

障害者が地域のリソースから必要な支援（医療
サービス、学校、雇用機会、地域の素材を使っ
て作られた自助具や器具など）を得ることがで
きるように援助する。

障害当事者とその家族が各人の経験を共有でき
るように定期会合やセミナーを開催する。

コミュニティー・ファンドの設立など、障害者
支援のための持続的な財源の確保を計画する。

障害者が、自身の強みやニーズを地域に対して
表現できる機会を提供するために、セミナーや
製品・作品の展示会などを開催する。

地域住民が障害者に対する理解を深める。

地域のリソースとなる団体やグループによる
CBR運営委員会（地域リソース活用のためのネ
ットワーク組織）を設立する。

プロジェクトの活動を広報する（例えば、月刊
誌の発刊や視聴覚資料の作成など）。

障害に関する意識啓発キャンペーンを実施する
（例えば、地域住民に対するプロジェクトの活
動紹介、障害者と家族、地域住民が参加する遠
足やリクリエーション活動の実施、など）。

障害者や家族、地域住民、リーダー、実業家な
ど、様々な人材が参加できる特別な日（例えば、
スポーツの日など）を設ける。

パイロット事業とこれまでの経験から、CBRの
モデルが確立する。

プロジェクトの経験を記録にとる。

プロジェクトの経験を広く広めるための手段を
とる（例えば、冊子の発行やステッカーの作成
など）。

プロジェクト実施者を募ってグループを形成
し、他の地域へプロジェクトの経験を紹介す
る。

シャルキーヤ県におけるCBRプロジェクトに
関するディレクトリーを作成する。

サフール村におけるパイロット事業と、地域に
おけるその他のCBR事業の経験を取りまとめ、
CBRマニュアルを策定する。

類似CBRプロジェクトを訪問して、障害者組
織とその活動を学ぶ。

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）

地域住民が障害者に対する理解を深める。

一般女性のCBR活動参加を奨励・促進する。

健常児の、料理・おもちゃ作り・スポーツなど
の活動参加を奨励・促進する。

障害児と健常児の双方を対象として、インクル
ーシブ活動（インクルージョン）の理解を深め
るキャンプやピクニックを主催する。

医師・看護師・療法士の参加のもとに、健康な
生活を送るためのノウハウについてのワークシ
ョップを開催する。

成人障害者と一般女性を対象として識字クラス
を実施する。

パイロット事業とこれまでの経験から、CBRの
モデルが確立する。

プロジェクト活動を記録にとる。

プロジェクト経験を広く広めるための何らかの
手段をとる。

プロジェクトの経験を総括して報告書に取りま
とめる。

（削除）

（削除）

PDM―0（2006年2月作成） PDM―1（2008年3月作成）
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評価用PDM（作成日：2008年10月14日）

対象地域：シャルキーヤ県サフール村

プロジェクト期間：2006年3月～2009年11月（準期間： 2006年3月～10月）

ターゲットグループ：障害児・者、障害児・者の家族（特に母親）、ボランティア（障害者を

含む村民）、地域開発協会（CDA）、社会連帯省シャルキーヤ支局

最終裨益者：障害児・者とその家族（特に母親）

プロジェクトの概要 指　標 指標の入手手段 外部条件

上位目標
社会連帯省のイニシアティ
ブにより、特定されたCBR
アプローチを活用した障害
者支援事業が、シャルキー
ヤ県内の周辺郡でも実施・
普及される。

1. 特定された障害者支援の
基本方針文書の内容

2. 障害者支援政策に関わる
セミナーの実施数

3. 構築されたCBRモデル事
業展開の仕組み（対象
県・実施組織・実施アク
ター・連携組織団体）

1. MOSS障害者支援
政策と事業展開に
かかる文書

2. MOSSによるセミ
ナー実施報告書

3. MOSSおよび他関
係組織による障害
者支援事業にかか
る文書

プロジェクト目標
サフール村の障害児・者が、
地域の一員として地域活動
に積極的に参加するように
なる。

1. 地域活動に参加した障害
児・者と家族の数

2. 障害者自助グループ設立
案 （目的／活動／メンバ
ー等）

3. 障害児・者と非障害児・
者の、共生にかかる意識
の変化

4. CBR実施の教訓や課題の
記載を含む最終報告書

1. 地域活動参加にか
かる記録

2. CBRにかかる最終
報告書

3. 障害児・者を含む
村民へのヒアリン
グ調査

4. CBRにかかる最終
報告書

・エジプト政府の障
害者政策が特定さ
れ明確に文書化さ
れる。

・エジプト政府が本
プロジェクトを教
訓とした障害者支
援方策を政策に導
入する。

・社会連帯省の障害
者支援事業の国内
展開にかかる制度
的仕組みが明確に
される。

成果
1. パイロット地域の障害者
支援にかかる地域資源と
アプローチが特定される

1-1. 調査により発見された
資源と課題

1-2. サフール村障害者統計
（障害別・年齢別人口）

1-3. 特定された活用可能な
資源とアプローチの内
容

1-1. ベースライン調
査報告書、短期
専門家報告書、
障害者登録記
録、障害者評価
記録、シャルキ
ーヤ支局統計、
CBRモバイルセ
ミナーの結果記
録

1-2. ベースライン調
査報告書、シャ
ルキーヤヤ支局
統計

1-3. CBRにかかる最
終報告書

障害者支援に関わる
政府関連機関（社会
連帯省 MOSS、母子
国家委員会 NCCM、
教育省、保健省、地
域組織等）の政策調
整が、公正・適切に
行われる。
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プロジェクトの概要 指　標 指標の入手手段 外部条件

成果
2. CBRボランティア活動が
継続的に行われる

3. 障害児・者の地域活動へ
の参加機会が拡大される

4. 住民の障害児・者につい
ての理解が深まる

5. CBRの事例が取りまとめ
られる

2-1. 研修・ワークショップ
を受講した母親を含む
ボランティアの人数・
ボランティア活動の継
続性

2-2. 研修講師となった母
親・ボランティアの人
数

2-3. 設置された基金 （活用
の目的・方法・活動予
算）

2-4. 定期会合実施数
2-5. ボランティア活動の内

容・仕組み、CDAのボ
ランティア支援体制

3-1. 障害児・者が参加した
地域活動の内容と参加
者数・参加機会の変化
（プロジェクト実施前
との比較）

3-2. 地域活動に参加を希望
する／参加した障害
児・者の意識の変化
（プロジェクト実施前
との比較）

4-1. 成人対象のインクルー
ジョン活動の内容・回
数・参加者数

4-2. 児童対象のインクルー
ジョン活動の内容・回
数・参加児童数

4-3. 障害児・者についての
住民の理解の変化（実
施前との比較）

5-1. CBR活動にかかる月例
報告書

5-2. 可能と考えられるCBR
のアプローチや実施に
おける課題の記載を含
む最終報告書

2-1. 進 捗 報 告 書 、
CBR活動記録

2-2. 進 捗 報 告 書 、
CBR活動記録

2-3. 基金設立と基金
の機能に関わる
文書

2-4. 会議記録
2-5. 進 捗 報 告 書 、

CBR活動記録

3-1. 進 捗 報 告 書 、
CBR活動記録

3-2. 障害児・者と家
族へのヒアリン
グ調査

4-1. プロジェクト進
捗報告書、CBR
活動記録

4-2. 進 捗 報 告 書 、
CBR活動記録

4-3. 進 捗 報 告 書 、
CBR活動記録

5-1. 月例報告書
5-2. CBRにかかる最

終報告書

障害者支援に関わる
政府関連機関（社会
連帯省 MOSS, 母子
国家委員会 NCCM,
教育省、保健省、地
域組織等）の政策調
整が、公正・適切に
行われる。
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活　動 投　入 外部条件

成果1の活動
1-1 障害者支援に関わる対象地域の社会資

源と社会状況にかかる調査を行い結果
を取りまとめる（ベースライン調査、
短期専門家社会状況調査）。

1-2 CDA、障害者を含む村民、ボランティ
ア、社会連帯省職員を対象に、社会調
査手法の研修を行う（PLA研修）。

1-3 障害児・者・家族・地域住民・地域リ
ーダーを対象に CBR モバイルキャン
ペーンセミナーを実施し障害児・者の
存在・状況を把握する（活動 2-1に同
じ）。

1-4 障害児を含むボランティアが、障害者
家庭の訪問を行い、地域活動への参加
状況を含む質的データ・情報の収集と
障害者登録を実施する。

1-5 シャルキーヤ支局、CDA、障害児・者
の家族、ボランティアが他の障害者支
援活動を視察・研究しサフール村で活
用可能なノウハウや教訓を学ぶ。

1-6 シャルキーヤ支局の障害者統計、上記
活動の結果をレビューし、サフール村
の障害者支援にかかるアプローチ（方
策）を特定する。

成果2の活動
2-1 障害児・者とその家族を含む地域住民

を対象にCBRモバイルキャンペーン
セミナーを実施し、ボランティアが果
たす役割と重要性についての理解を促
進する（活動1-3に同じ）。

2-2 障害者を含む地域住民からボランティ
アを募集・選定する。

2-3 ボランティアを対象としたボランティ
アワーク研修のプログラムを策定する。

2-4 障害児の母親とボランティアを対象と
して、ボランティア育成ワークショッ
プの講師となる知識を習得するため
の、研修・ワークショップを実施する
（障害児の日常ケア研修、ホームエク
ササイズなど）。

2-5 上記活動 2-4でスキルを身につけた障
害児の母とボランティアが講師とな
り、障害児の母親とボランティアを対
象とした研修を開催する。

2-6 プロジェクト特別基金を設置する（財
源を確保する）。

2-7 障害児の母、ボランティア、CDA理
事会員による定期会合をもち、障害児
の母親活動について話しあう。

2-8 村のCBR活動委員会を設置する。

【エジプト側】
1. 人材
（1）実施監理人材
【中央】
プロジェクトダイレ
クター（社会連帯省
本省）
プロジェクトコーデ
ィネーター（同上）
【地方】
・プロジェクトマネ
ージャー：シャル
キーヤ支局長
・実施マネージャー

1（成果 1 - 4を担
当）
CDA議長
・実施マネージャー

2（成果5を担当）
社会連帯省シャル
キーヤ支局リハビ
リテーション部長

（2）技術人材
・CDA理事会員
・ボランティア
・障害児・者
・障害児・者の家族

2. 活動に必要な土
地・建物・施設

（1）研修・セミナー
実施のための施
設（C D A事務
所ほか）

3. 現地活動経費

【日本側】
1. 人材
（1）日本人専門家
・長期専門家

–CBR推進
・短期専門家

–地域社会分析
–その他必要な分
野

（2）現地雇用人材
・作業療法講師
・ほか必要な人材

2. 資機材供与、社
会調査経費、必
要に応じプロジ
ェクト活動にか
かる交通費

3. 本邦研修あるい
は第三国研修の
実施と経費：
年間 2名から 3名
（2MM）

4. エジプト国内で
のプロジェクト
現地業務・運営
監理経費

サフール村に
おいて障害者
支援のリソー
スとなる団体
やグループリ
ーダーが、公
共サービスを
提供する政府
関連組織が、
CBR活動に継
続的に協力す
る。
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活　動 投　入 外部条件

成果3の活動
3-1 成果1の1-1から1-4の結果から、障害

児・者の地域活動への参加状況を把握
する。

3-2 障害児・者と非障害児・者の双方を対
象としたインクルーシブな住民交流機
会を設ける（活動 4-1と4-2に同じ）。

3-3 CDA、MOSS、障害児・者とその家族
が障害者自助グループ形成を検討す
る。

成果4の活動
4-1 障害児と非障害児の双方を対象として

インクルーシブな活動を主催し、イン
クルージョンと共生の理解を育成する
（キャンプ・遠足・スポーツ等）（活動
3-2に同じ）。

4-2 障害児の母とボランティアを対象に、
障害児と非障害児に関わる育児方法の
学習機会や意見交換の機会を設ける
（育児クラス、おもちゃ作り、乳幼児
マッサージクラス、お茶会など）（活
動3-2に同じ）。

4-3 社会連帯省シャルキーヤ支局、CDA、
ボランティアの協力のもとで、障害児
とその母親を対象とした、専門職によ
る小児神経内科診療の機会を定期的に
設ける。

成果5の活動
5-1 プロジェクト活動を定期的に記録す

る。
5-2 （プロジェクトの終盤期に）社会連帯

省シャルキーヤ支局、CDA、サフール
村代表者、障害者、障害児・者の家族、
ボランティア、日本人専門家により、
これまでの活動の効果や残された課題
についての意見交換を行う。

5-3 上記すべての活動と成果の達成状況に
基づき、CBRの地域資源・課題・可能
と考えられるアプローチの記載を含め
た最終報告書を取りまとめる。

前提条件
サフール村の
住民がCBRプ
ロジェクトの
実施に賛成す
る。
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暦年

月

実施協議（RD）

中間評価（M）

合同調整委員会（JCC）

【成果1の活動】

障害者支援に関わる対象地域の社会資源と社会状況にかかる調査を行い結果を取りまとめる（ベースライン調
査、短期専門家社会状況調査）。

CDA,障害者を含む村民、ボランティア、社会連帯省職員を対象に、社会調査手法の研修を行う（PLA研修）。

障害者・家族・地域住民・地域リーダーを対象にCBRモバイルキャンペンセミナーを実施し、障害者の存在・
状況を把握する（活動2-1に同じ）。

障害者を含むボランティアが、障害者家庭の訪問を行い、地域活動への参加状況を含む質的データ・情報の収
集と障害者登録。

社会連帯シャルキヤ支局、CDA、障害者の家族、ボランティアが、他の障害者支援活動を視察・研究し、サフ
ール村で活用可能なノウハウ。

MOSS Sharquiya の障害者統計、上記活動の結果をレビューし、サフール村の策）を特定する。

【成果2の活動】

障害者とその家族を含む地域住民を対象にCBRモバイルキャンペンセミナーを実施し、ボランティアが果たす
役割と重要性についての理解を促進する（活動1-3に同じ）。

障害者を含む地域住民からボランティアを募集・選定する。

ボランティアを対象としたボランティアワーク研修のプログラムを策定する。

障害児の母親とボランティアを対象として、ボランティア育成ワークショップの講師となる知識を習得するた
めの、研修・ワークショップを実施する（障害児の日常ケア研修、ホームセラピー・ワークショップなど）。

上記活動2-4でスキルを身につけた障害児の母とボランティアが講師となり、障害児の母親とボランティアを
対象とした研修を開催する。

プロジェクト特別基金を設置する（財源を確保する）。

障害児の母、ボランティア、CDAメンバーによる定期会合をもち、障害児の母親活動について話しあう。

村のCBR活動委員会を設置する。

【成果3の活動】

成果1の1-1から1-4の結果から、障害者の地域活動への参加状況を把握する。

障害者と非害者の双方を対象としたインクルーシブな住民交流機会を設ける（活動4-1と4-2に同じ）。

CDA，社会連体シャルキーヤ支局,障害者とその家族が、障害者自助グループを形成を検討する。

【成果4の活動】

障害児と非障害児の双方を対象として、インクルーシブな活動を主催し、インクルージョンと共生の理解を育
成する（キャンプ・遠足・スポーツなど）（活動3-2に同じ）。

障害児の母とボランティアを対象に、障害児と非障害児にかかわる育児方法の学習機会や意見交換の機会を設
ける（育児クラス、おもちゃ作り、乳幼児マッサージクラス、お茶会など）（活動3-2に同じ）。

社会連帯シャルキーヤ支局，CDA，ボランティアの協力のもとで、障害児とその母親を対象とした、専門職に
よる小児神経内科診療の機会を定期的に設ける。

【成果5の活動】

プロジェクト活動を定期的に記録する。

（プロジェクトの終盤期に）社会連帯シャルキーヤ支局，CDA，サフール村代表者、障害者、その家族、ボラ
ンティア、日本人専門家により、これまでの活動の効果や残された課題についての意見交換を行う。

上記すべての活動と成果の達成状況に基づき、CBRの地域資源・課題・アプローチの記載を含めた最終報告書
を取りまとめる。

1-1

1-2

1-3

1-4

1-5

1-6

2-1

2-2

2-3

2-4

2-5

2-6

2-7

2-8

3-1

3-2

3-3

4-1

4-2

4-3

5-1

5-2

5-3

2006
2 3 4 5 6
RD

ベース
ライン

2年半の活動実績（2008年10月現在）
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2006 2007
7 8 9 10 11 12 65432

★ ★ ★

1 7 8 9 10 11 12
2008
654321 7 8 9 10 11 12

2009
654321 7 8 9 10 11

地域分析調査

9日間で3種のWS

5回のセミナー

5回のセミナー

M

2008年2月から以下の様式をツールとして使用
1）Intake form of PWD,
2）Evaluation sheet for physical devnt of children ,
3）Evaluation sheet for mental and social devnt of
children

計5回の実践研修（基礎研修）：
障害をもつ子どもの生活環境改善

★ ★ ★

★ ★ ★

★

★

グループフォーミング・
トレーニングを28回実施

家庭でできるセラピー・エクササイズWS
料理、工作、おもちゃ作りWS
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第３章　実績・達成度と実施プロセス状況

３－１　投入の実績

投入の実績概要は以下のとおり。人材の詳細は添付資料６．署名ミニッツ文書・ANNEX3－

2、投入資材について同じくANNEX３－４、プロジェクトコスト詳細については添付資料２.プ

ロジェクトコスト概要、を参照する。

【エジプト国側】約44名の人材（運営監理人材・活動実施人材）

（1）運営監理人材　計5名

①社会連帯省・本省

プロジェクトダイレクター、プロジェクトコーディネーター

②社会連帯省シャルキーヤ支局

プロジェクトマネージャー（支局長、期間中交代2名）

成果5担当実施マネージャー（リハビリテーション部長）

③地域開発協会（CDA）

成果1-4担当実施マネージャー

（2）プロジェクト実施人材　計39名

社会連帯省シャルキーヤ支局職員　　3名

サフール村CDA理事会員　　10名

障害児・者　　5名

障害児・者の母親　　14名

ボランティア　　7名

【日本側】計17名の人材

（1）日本人専門家2名の派遣

CBR推進長期専門家　1名、地域社会分析短期専門家　1名

（2）研修講師　2名

（3）ベースライン調査委託　1名（社）

（4）通訳　2名

（5）技術支援現地人材　10名（NPO所属および個人）

【エジプト国側】

研修・WS実施施設の提供（CDA施設）

【日本側】

プレイセラピーなど、ワークショップ資材の供与

人　材

施設・資機材

調　査　結　果
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３－２　成果の達成状況

指標ごとの成果の主な実績・達成度は以下のとおり。研修・ワークショップ・セミナー・類似事

業視察・イベントの実績一覧について、添付資料６．署名ミニッツ文書のANNEX ３－３を参照。

３－２－１　成果１「パイロット地域の障害者支援にかかる地域資源とアプローチが特定される」

障害者状況・地域資源等の情報収集を目的としたベースライン調査と地域分析調査（PLA研

修含む）、住民への障害者支援理解の促進や障害児・者家族を含む村民の状況把握を目的とし

たモバイル・キャンペーンセミナーや家庭訪問、教訓やノウハウの抽出のための類似CBR事

業の視察・学習など、多様な活動が行われてきた。他方、これら活動の関係者間でのPLAツー

ルを用いた地域分析、情報共有、意見交換、それら活動に基づく有効活用できるソースや可能

なアプローチの特定は、いまだ行われていない。指標別の実績は以下のとおり。

（1）本邦研修の実施

福井県でのCBR研修2回（計3名）の実施

（2）アラブCBRセミナー参加

シリアでのCBRセミナー1回（計3名）の実施

（1）総事業費

約43,855千円　（エジプト国側約1,251米ドル、日本側約43,717千円）

（2）費目

①日本側

専門家派遣費、国外研修参加費、現地業務費（研修実施経費・受講交通

費・機材・文書作成費）、等

②エジプト国側　

・社会連帯省・約597米ドル（人材経費・モニタリング交通費等）

・サフール村CDA・約650米ドル（活動経費、会議出席交通費、施設維

持費等）

国外研修

（日本側負担）

総事業経費

調　査　結　果

（指標１－１）調査により確認された地域資源と課題

ベースライン調査（2006年3月）・地域分析調査／PLA研修（2006年8～10月）・家庭訪問（計

14世帯）・CBRモバイルセミナー（2008年1～2月計5回）により把握された障害者支援に関わる

情報は以下のとおり。
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（1）社会資源・障害者情報

1）ベースライン調査：特にシャルキーヤ県の障害者理解、障害者統計、支援にかかる関係組織

（県政府の関係部署、DOSSシャルキーヤ（ CDA）の組織概要についての調査が行われ、報告書

が取りまとめられた。

2）PLA研修では以下の潜在的な地域資源が包括的に把握されている。

3）家庭訪問による把握

家庭訪問は、CDA 理事会員、ボランティア、障害者の母親たちにより、障害者宅のうちで特

に必要と考える世帯を対象に行われた。訪問実績は14世帯に留まり、プロジェクト開始当初の

目標からは低い実績となっている。訪問結果についてはCDAに個別ファイルが作成されており

保管されている。

訪問時の調査ツールとして、障害者の登録と障害評価活用様式が英語・アラビア語で準備され

た。（2008年1月）

・障害者の登録様式　Intake form of PWD

・子どもの身体的発達の評価様式 Evaluation sheet for physical development of children

・子どもの精神的・社会的発達の評価様式 Evaluation sheet for mental and social development

of children

資源

local Unit

Safour Hospital

agriculture coop

Mosques

Iman Mahamoud Abdul 
primary school

Primary school No.1

Primary school No.2

Secondary school

Prep school for boys

Prep school for girls

Azhar’s secondary institution 
（girls）

Azhar’s primary institution

Graves

police station

No.
1
2
3
4
5

6
7
8
9

10
11

12
13
14

資源

electricity office

water tank

VET

private clinic

educational division

local council

youth club

social unit

coffee shop

workshops

pharmacy 

CDA

fire fighting unit

road

No.
15
16
17
18
19

20
21
22
23
24
25

26
27
28

資源

orphans house

Houses

Central

Post office

Occasion and mourn’s
house

Poultry

village bank

office of supply

Bakery

WAKFS

Shariya 

tax office

nursery

—

No.
29
30
31
32
33

34
35
36
37
38
39

40
41

実施時期 訪問世帯数 訪問者

2007年2月～ 4 CDA理事会員、ボランティア

2008年2月、3月 10 ボランティア、障害児の母親

計 14

家庭訪問実績
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（2）地域の障害者支援にかかる課題

1）PLA研修により把握されたニーズ・課題はプロジェクト活動に特化せず、以下、包括的な障

害者の状況分析である。

・地域の資源を村全体に広げることが必要（一部分に集中している）

・村の地域資源の適切な管理が必要（上手く管理されていない）

・障害者の地域資源へのアクセシビリティを図ることが必要（アクセスが困難）

・障害者のための交通・輸送手段が必要（交通・輸送手段が乏しい）

・村落での就労の機会を拡充することが必要（就労困難。特に障害者にとって）

（3）CBRモバイルセミナーによる把握

計5回実施されプロジェクトとボランティア活動の説明・ボランティアの募集、障害者状況の

把握等が行われた。

（1）ベースライン調査（2006年3月）結果：サフール村全人口：1万4,398人、うち障害者人口336人

（2）社会連帯省シャルキーヤ支局障害者統計：現在の統計は1960年代のものであるため、上記ベ

ースライン調査の統計がデータとして有効である。

（3）サフール村CDA障害者登録：79名

回

第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

場所

Safour

Safour

Safour

Safour

Safour

成人女性

18

20

40

5

35

118

成人男性

32

40

70

35

50

227

子ども

60

20

25

4

25

134

障害者

14

20

20

4

23

81

参加数

126

122

165

65

152

630

ボランティア

2

22

10

17

19

70

実施日

2007年1月26日

2007年1月30日

2007年2月2日

2007年2月9日

2007年2月13日

参加者数計＊

注：複数回参加した者がいるため、各回の参加数は個別の人数を示さない。

参加者別CBRモバイルセミナーの実績

（指標１－２）サフール村障害者統計（障害別・年齢別人口）

身
体
障
害

身
体
・
知
的

発
達
障
害

知
的
発
達
障
害

ダ
ウ
ン
症
・

知
的
発
達
障
害

ダ
ウ
ン
症

脳
性
麻
痺

言
語
・
聴
覚

障
害

視
覚
障
害

小
人
症

半
身
麻
痺

不
明

計
（
人
）

年齢群

0～5

6～14

15～24

25～34

35～44

45～54

不明

計（人）

障害種

7

10

4

2

1

24

6

1

7

3

9

7

2

2

23

1

1

1

2

3

5

3

8

2

2

1

5

1

1

1

3

1

1

1

1

2

2

2

18

33

16

6

2

2

2

79
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３－２－２　成果２「CBRボランティア活動が継続的に行われる」

研修やワークショップを主催して基礎的な障害児の発達理解やエクササイズの知識、障害児

の母親への指導知識などボランティアの育成が行われてきているが、CDAでの活動時間が奉

仕可能な時間に合わない、インセンティブとなる経費支払いがない、意欲を高める支援環境が

整っていないなどによりプロジェクト開始当初と比較すると、ボランティアへ関心をもつ住民

は減る傾向にある。これまで9名がCDAでの活動に関わっているが継続的・定期的に活動を行

うボランティアは現在3名程度で、活動の継続性は不安定である。指標別の実績は、以下のと

おり。

（1）類似事業の視察・学習

1）CBR本邦研修（福井県で計2回）に3名（MOSSリハ事務局長、ボランティア、他地域の成人

障害者）が参加し障害当事者の自助グループの活動について学び、についビリ部長、CDA議

長、CDA事務局長）が参加し日本のCBR事例（家庭訪問・ホームヘルピング・障害児の親の

会・統合教育など）を学んだ。

2）アラブCBRワークショップに2名（プロジェクトコーディネーター、日本人専門家）が参加

しシリアのCBRとCBRでの障害当事者の役割を学んだ。

3）JICA-Net TVセミナーに4名（CDA議長）、CDAで意見交換が行われた。

4）CBR評価ワークショップに10名（MOSSプロジェクトダイレクター、リハビリ部長、プロジ

ェクトコーディネーター、CDA事務局長、CDA理事会員、日本人専門家、JICA事務所代表）が

参加して、CBRがもたらす効果について学んだ。

5）カイロのAnas Ala-Wagoud協会を7名（CDA議長、CDA事務局長、障害児の母親、ボランテ

ィア）が訪問して、モンテッソリー式特殊教育方法による、障害児の発達理解・対応の知識に

ついて学んだ。

6）日本人専門家により、以下の他地域でのCBR類似事業の視察が行われた。

①Plan International 支援のカイロWahada CDA,

②Plan International 支援のカイロAbu Bakul CDA、

③エジプト総合開発協会によるMargu地域事業

（2）CBR事業の地域資源と可能なアプローチの特定については、プロジェクトの終盤期に検討され

る予定

調　査　結　果

（指標２－１）研修・ワークショップを受講した母親を含むボランティアの人数・ボランティア活
動の継続性

（1）研修・ワークショップの実施と参加者数

①生活改善実践研修の受講者数と効果

（指標１－３）特定された活用可能な資源とアプローチの内容
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第1、2、4回：・脳性麻痺児とその他の身体障害児とその家族（主に母親）

・脳性麻痺児と身体障害児の日常ケア、育児知識、乳幼児マッサージ・プレイ

セラピー・姿勢保持・摂食・おもちゃ作りなど、基本的な家庭での訓練法

第3、4回： ・知的障害児（若者）と家族（主に母親）。

・知的障害児（若者）の日常生活での問題への対処、彼らが家族や兄弟と楽し

める手工芸、お菓子作り、など知的障害者と家族が彼らの生活向上の知識と

スキル。

研修講師へのインタビュー調査によれば、同研修で行われるべビーマッサージなどの方法は、

エジプト国で広く行われている痛みをともなう理学療法とは異なり、痛みをともなわない方法で

あるため、母親にとっては抵抗が少なく、子どもの自然の成長の中で実践されていく点で、高い

関心がもたれた。参加者は積極的に参加し、新しい知識とスキルを習得した。

（2）グループフォーミングワークショップ（ファシリテーターの育成）実施と参加者

知的障害児のための健康増進や日常生活改善のワークショップでファシリテーターの実践知識

を学んだ。

（3）継続して活動を行うボランティア数

CDAでのプロジェクト活動では9名が関わった。2008年10月現在で、定期的・継続的にCDA

で奉仕活動を行うのは3名程度。そのほか、今後ボランティアとして活動が期待されるのは、障

害児の母親3名である。

（4）ボランティアの主な属性

一般男性、学生、徴兵に代わる福祉活動（Social Services）に従事する結婚前の女性、障害児

の母親、障害児の姉妹、障害児の親戚

（5）ボランティア活動の継続性

調査によれば、ボランティアは定期的に募集・採用しているものの、継続して活動するものは

上記のとおり限られている。2007年1、2月のCBRモバイルセミナー時に募集採用した24名は、

実施数

28 回

実施地

Safour

期間

2008年
4月～6月
8月～9月

参加者

毎回15 ～25名
・障害児の母5名、ボランティア2名
・上記以外の障害児の母1～10名

実施回

第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

計

全参加者数

22

24

28

26

45

145

うち障害者

10

11

12

11

21

65

障害者家族

10

11

12

11

21

65

ボランティア

2

2

4

4

3

15

うちコース修了者数

12

12

14

10

8

56

参加者数と研修コース修了数
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ボランティアとして継続していない。

（6）ボランティアの継続性が低い要因

1）プロジェクトではボランティア活動時にかかる交通費や活動諸経費、奉仕した時間への対価

となる経費の支出がないため、ボランティアにとって負担が継続すると活動を続けるインセン

ティブやモチベーションが下りがちである。

2）義務となる福祉活動としてボランティアを行う結婚前の女性の場合、結婚後には家族（特に

夫）の支持を得られず活動を停止する傾向がある。

（1）上記生活改善実践研修により、コース修了者の56名がボランティア講師となる適正知識を身

につけた。

（2）上記の生活改善実践研修を受講した母親・ボランティアのうち、グループフォーミングワーク

ショップでワークショップの副ファシリテーションを務めたものは、母親3名、ボランティア1

名である。

基金の設置は可能性を現在検討中である。

（1）JCCは半年に1回を基本としてこれまで3回の実施

（2）CDA議長・CDA内社会連帯ユニット事務局職員・日本人専門家・ボランティア・障害者の代

表者などにより、通常月例で意見交換、進捗確認の打合せを実施した。

（3）当初計画していたCBR活動委員会はいまだに設置されていない。

（1）ボランティア募集方法・選定と登録担当者

1）CBRセミナーによりボランティアを募集

2）徴兵制に代わる福祉活動（Social Service）の義務をもつ結婚前の女性に声をかける。

3）すでに活動に積極的に参加しているボランティア、障害児の母親が周辺の住民に声をかける。

4）CDAが募集・選定・登録業務を担う。

（2）選定基準

誰でも障害者支援に関心のある有志の者

（3）ボランティアの活動内容

基礎研修を受講した後、手工芸・ベビーマッサージ・フィジオセラピー・モンテッソリー式言

語療法を行う3種のワークショップの運営とファシリテーションを行う。他のボランティアの育

成を行う。

（指標２－２）研修講師となった母親・ボランティアの人数

（指標２－３）設置された基金（活用の目的・方法・活動予算）

（指標２－４）定期会合実施数

（指標２－５）ボランティア活動の内容・仕組み・CDAのボランティア支援体制
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（4）財源

ボランティアに対しての、通常の財源と経費の支払いはなく、完全無償の活動提供が行われて

いる（他の地域では、徴兵に代わる福祉活動を行う者・女性に対して月50LE～100LEの支払い

を行うケースが一般的である）。

３－２－３　成果３「障害者の地域活動への参加機会が拡大される」

プロジェクトが提供するセラピーワークショップ、一般の子どもや女性の参加を含むインク

ルーシブな活動は、障害児・者や障害者家庭に新しい地域活動参加の機会と、他の障害者や家

庭との交流機会を提供している。他方、プロジェクトが障害者へと促す地域活動は既存の地域

活動（教育、経済、文化、宗教等）であるよりも、CDA内の活動が主であり、かつ、活動に

参加する障害者家族数は住民の一部に限られている。指標別の実績は以下のとおり。

（指標３－１）障害者が参加した地域活動の内容と参加者数・参加機会の変化

調　査　結　果

（1）地域活動参加機会の提供

インタビュー調査（社会連帯省シャルキーヤ支局、CDA、障害者の母）によれば、本プロジェ

クトが行うワークショップやイベント活動は、地域で孤立しがちな障害児やその母親に対し、

CDAを通じた新しい地域活動への参加機会を与えるとともに、非障害児や他家庭との交流機会

を与えている。他方、インタビュー調査によれば、ワークショップ等への活動参加者数は高いと

はいえない。また、ベビーマッサージなど、子どもの成長への効果をみるのに忍耐と時間を要求

される活動に対し、障害者の母親たちの活動への関心はプロジェクト開始当事に比較して低くな

りがちである。

（2）地域活動の内容と障害者の参加

プロジェクトではおおむね14歳未満の障害児とその母親を対象とした活動が中心で成人障害

者の活動機会はそれほど活発ではない。サフール村のすべての障害者やその家族における地域活

動への参加機会の変化については、ベースラインの情報がないために個々の変化を測ることはで

きなかった。

ワークショップ

家庭でできるセラピー（ベビーマッサー
ジ・プレイセラピー・おもちゃ作り）

家庭でできるセラピー（ベビーマッサー
ジ・プレイセラピー・おもちゃ作り）

ベビーマッサージ・プレイセラピー・フ
ィジオセラピー

計

実施日

2007年9月5, 8, 12, 16
日

2007年10月27, 31日,
11月3, 7, 10日

2008年8月

参加者

障害児をもつ母20名
ボランティア2名

障害児をもつ母22名
ボランティア2名

障害児をもつ母親およびボラ
ンティア、毎回5～15名

50～60名

回　数

4回

4回

35回

38回

障害児の母とボランティアを対象としたワークショップ
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３－２－４　成果４「住民の障害者についての理解が深まる」

プロジェクトの実施は、村民に障害者と家族の存在を認識させ、CDAを通じた支援活動へ

の理解を促している。インクルーシブな活動は、障害者と非障害者が共に時間を過ごし、交流

する機会を与え、地域住民への障害児・者への理解の促進に役立っている。しかしながら、障

害児が教育を含む公共サービスを公平に得られないという環境条件も存在しており、かつ、プ

ロジェクト活動への参加者は住民の一部であることから、サフール村全体における障害者と障

害者支援の認識には至っていない。指標別の実績は以下のとおり。

障害児家族（9名）へのインタビュー調査によれば、プロジェクトの開始によりCDAでの活動を

知り、CDAで他の障害児とその家族の存在を知った、以前は家庭にこもりがちであったが外にで

るようになった、同じ障害児をもつ友人が増えた、プロジェクト前には考えなかった障害者の支援

ということを意識するようになった、と回答する者が多かった。

研修やワークショップに参加した家族については、プロジェクト実施前と比した意識の変化は、

大きなものがあったと考えられる。また障害児（4名）のインタビュー調査でも、CDAで友人を見

つけ大切なリクリエーションの場としていることも確認され、彼らの生活の質の改善に効果をもた

らしていると判断される。

と同時に、本プロジェクトの対象が知的障害や脳性麻痺などの障害のある乳幼児から学齢年齢の

障害児が中心であり、成人障害者は主に知的障害者2，3名がかかっているに過ぎないため、サフ

ール村全体の障害者当事者の意識の変化を総合的に判断するのは難しい。また障害児家族の意識の

変化は長い時間をかけた取り組みが必要とされる課題であり、長い時間をかけた取り組みが必要で

あるという点について、障害者家族の理解を更に深める必要が見出された。

（指標４－１）成人対象のインクルージョン活動の内容・回数・参加者数

調　査　結　果

ワークショップ名

料理教室

手工芸教室

おもちゃ作り教室

計

実施場所

Safour

Safour

Safour

実施日

2008年2～4月

2008年2～4月、6月

2008年2～4月、6月

参加者

村の成人女性、障害児の兄弟・姉妹、障害児、障
害児の母

村の成人女性、障害児の兄弟・姉妹、障害児、障
害児の母、ボランティア

村の成人女性、障害児の兄弟・姉妹、障害児、障
害児の母、ボランティア

20～40名

障害児の家族や村の成人女性を主要対象者とした、インクルーシブ地域交流活動実績

（指標３－２）地域活動に参加を希望する／参加した障害者の意識の変化



３－２－５　成果５「CBRの事例が取りまとめられる」

活動進捗は定期的に文書化されてはいるが、経験に基づく事例の取りまとめとなるCBRに

かかる最終報告書の作成は、残期の活動として予定されている。指標別実績は以下のとおり。
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（指標４－２）児童対象のインクルージョン活動の内容・回数・参加児童数

イベント

公園遠足

動物園遠足

海水浴

公園遠足

計

実施日

2006年12月

2008年8月

2008年6月

2008年7月

参加者

約50名の参加：障害児、非障害児、その家族

約50名の参加：障害児、非障害児、その家族

約50名の参加：障害児、非障害児、その家族

約50名の参加：障害児、非障害児、その家族

約200名

地域交流活動イベント実績

地域住民の意識の変化や障害理解の変化について、プロジェクトで調査・モニタリングの活動は

なく、総合的にまとめられた情報はないが、インタビュー調査の調査結果では、プロジェクト開始

当初に比較すれば障害者とその家族の存在や、障害者支援の活動について、地域住民に広く認識さ

れるようになった。

他方、学校現場（小学校・中学校）のヒアリング調査では、障害児への特殊教育やインクルージ

ョンの理解は主流ではなく、障害児の受入れは積極的に行われていないことが確認された。

障害者との共生の意識という点については変化の確認が困難であるが、「意識の変化」が長い時間

を必要とする目標でもあるため、今後も障害者と非障害者、および双方の家族を対象とした、インク

ルーシブな活動が提供され続けることによって、地域で共生意識が育成されていくことが望まれる。

（指標４－３）障害者との共生に関わる地域住民の意識の変化

（指標５－１）CBR活動にかかる月例報告書

調　査　結　果

（1）CDAサフール事務局長により、活動実績の記録が行われている。

（2）月例報告が、社会連帯省シャルキーヤ支局より、社会連帯本省へ行われている。

（3）日本人専門家による四半期報告が、JICAに提出されている。

（4）10月にCDAサフール事務局と継続的に活動する学生ボランティアにより活動概要書が取りま

とめられた。

（5）活動のより詳細な情報を記録するために、内容、手順、材料、参加者などを記載する活動報告

の書式が2008年8月より導入され、個々のワークショップで用いられている。

プロジェクト終盤期に実施予定。

（指標５－２）CBRにおける可能と考えられるアプローチや課題の記載を含む最終報告書



３－３　プロジェクト目標の達成見込み

「サフール村の障害者が、地域の一員として地域活動に積極的に参加するようになる」

プロジェクトにおける「障害者の地域参加」は、これまでのところCDAが主催した計4回のイ

ベント（成果４・指標４－２）を除けば、CDA施設内での活動に限定されている。主な参加者

は障害児と家族、特に母親と女性親族であるが、その数はサフール村CDAの障害者登録数

（2008年 10月現在で 79名）の約 7分の 1程度に留まると推測される（具体数は把握できなかっ

た）。2007年後半に、活動支援のターゲットが主に障害児と家族、特に母親に絞られたことは、

活動の効果ももたらしたが、同時に活動参加者を限定することとなった。したがって、実際目指

すことができるプロジェクトの達成度については、活動参加者である障害児・者数（直接裨益者

数）、参加活動の種類や頻度を含め、計画当初に意図したよりも小規模に留まるものと予測され

る。指標別の実績は、以下のとおり。
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（指標１）地域活動に参加した障害者と家族の数

調　査　結　果

（1）2008年1月29日カイロでの JICA-Net 遠隔教育TVセミナーに、障害者（3名）、ボランティア

（2名）、CDA議長が参加しエジプト国内および他国の障害者自助グループの実践例を学んだ。セ

ミナーで実践例を紹介した障害者団体 Lastawahadakから、サフール村の障害者たちが組織活動を

訪問視察することが進められ、ワークショップが不定期に開かれた。他方自助グループ活動を学

ぶワークショップの人材が不足している。

（2）サフール村での障害者自助グループの設立については、自助グループ設立を積極的に始めるこ

とを希望する障害者と支援人材が不足していることから、目的・活動・メンバーについての具体

案は現在ない。来年度のプロジェクト終盤期にプロジェクト活動の進捗を考慮したうえで障害者、

CDAを含めた関係者で設立可能性を検討する予定である。

活動内容

障害児生活改善実践ワークショップ

知的障害児理解のためのグループフォ
ーミングワークショップ

モンテッソリー式教育：障害児理解の
ためのワークショップ

ホームエクササイズワークショップ
（プレイセラピー・ベビーマッサージ）

工作・おもちゃ作り・料理ワークショ
ップ

遠足・ピクニックなどイベント

主な参加者

障害児の家族、ボランティア

障害児の家族、ボランティア

障害児の家族・親戚、ボランティア、
CDA理事会員

障害児、障害児の親、ボランティア

村の女性、障害児、障害児の兄弟姉
妹・親、ボランティア

村の女性、障害児、障害児の兄弟姉
妹・親、ボランティア

実施回数

38回

28回

8回

38回

4か月
（回数不明）

4回

総参加数

約145名

約15～20名

約10～15名

約50～60名

約20～40名

約200名

サフール村CDAで実施された主な活動・実施回数・参加者・各回平均参加者数

注：同じものが複数出席しているため、参加数は個人数を意味しない。

（指標２）障害者自助グループの設立案（目的・活動・メンバー）
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３－４　実施プロセスの状況

本プロジェクトで対象とする障害者は主に乳幼児から学齢期であるため、プロジェクト開始前と

現在との比較による、意識の変化を把握するための調査は今回できなかった。ヒアリング調査では、

サフール村の障害児・者家庭は必ずしも地域で孤立しておらず家庭により異なるとの回答を障害

児・者家族やボランティアから得たが、村の小学校・中学校の中には障害児は受入れない方針と答

える学校があり、両回答の格差を鑑みても地域での障害児・者の教育・就労等に関する権利理解は

十分育っているとは思われない。今後も、障害児・者理解のための意識向上を目的とした活動は、

障害児・者と非障害児・者双方とその家族に対して必要となると考えられる。

プロジェクトの終盤期に実施予定。

調　査　結　果調査項目

（1）当初デザインからの大きな変更点と理由

プロジェクト開始当初の活動のターゲットはサフール村の成人から乳幼

児までの全障害児・者を想定しており、必要とされる活動規模は大きなも

のであった。しかしながら、現場でのCBRに関する理解とニーズ、そして

可能なマンパワーや財源は、当初のスコープには合致しなかったことから、

2007年度の後半には、活動の対象（直接裨益者）を障害児とその家族（特

に母親）に絞り、ターゲットのニーズに合い、かつCDA内で可能な活動

を進めている。

懸案事項として、こうしたデザイン変更の理由については、運営監理に

携わる関係者間で十分なコンセンサスが得られていない可能性が認められ

たとともに、対象範囲を縮小したことによる、直接裨益者の規模を縮小す

る結果となっている。

（2）成果発現を促進した要因

CDAで行われている活動のうち、ベビーマッサージ、プレイセラピー

（おもちゃ作り、手工芸）などのワークショップについて参加した障害児

の母親やボランティアから活動への高い関心と意欲、円滑な知識の習得が

確認された。そのことは、上記のとおり、対象を絞り彼らのニーズにあっ

た現実的な活動設定が行われたことによる結果と考えられる。

（3）運営監理体制

本プロジェクトの特質として、多くの関係者がプロジェクトの運営監理

人材（中央省・シャルキーヤ支局・CDA内社会連帯ユニット事務局・

CDA理事会）として設定されているが、各組織の役割・業務が明確に合意

活動進捗とデザイ

ン修正の有無

プロジェクト実施

体制

（指標３）障害者と非障害者の共生にかかる意識の変化（方法・項目・担当者）

（指標４）CBR実施の教訓や課題の記載を含む最終報告書
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プロジェクト実施

体制

ターゲットグルー

プとアクターのプ

ロジェクト実施に

対する理解と意欲

されていなかった可能性があり、これが活動の運営監理と進捗に影響を及

ぼしたと観察される。

（4）モニタリング体制

CDA内での活動については、CDA理事会員とCDA内社会ユニット事務

局長により、日常的にモニターされている。活動の記録は当初予定どおり、

CDA内・社会連帯ユニット事務局長により記録され、月例の報告が社会連

帯省シャルキーヤ支局に、社会連帯省シャルキーヤ支局から本省への報告

が行われている。

懸案事項としては、活動のモニタリング・監理があげられる。エジプト

国側の現場視察交通費措置が適切に行われなかったことから、社会連帯省

シャルキーヤ支局のモニタリング担当者（実施マネージャー2）の現場視

察が定期的に行われなかった事実があり、2008年度のプロジェクトコーデ

ィネーターの現場視察機会の減少もあわせて、関係者間の十分な情報共有

がなされていなかったことが確認された。

（5）主要アクターのプロジェクト活動の理解・参加の積極性

現場では、CDAの活動に参加する障害児の家族やボランティアの知識習

得への意欲は高まる。積極的に参加する障害者家族は、プロジェクトを通

じて生まれたCDAでのほかの家族との交流機会を貴重なものと考えてお

り、活動の継続を希望している。他方ですでに見たとおり、活動参加度は

プロジェクト開始当事から低くなる傾向が見られ、ベビーマッサージなど

の知識を自ら実践できる程度にまで習得した家族の中には繰り返しの活動

への参加には意欲が下りがちである。

運営監理にかかる関係者（社会連帯省・シャルキーヤ局・CDA・ JICA）

においては、プロジェクト活動や成果の理解に差がみられることが観察さ

れる。これは、本プロジェクトのCBRをどういうアプローチのものと理解

するかに影響が及ぶものと懸念される。

（6）対象地域の村民のプロジェクトの認識と支持（前提条件）

2007年にモバイル・キャンペーンセミナーが村内の数箇所で実施され、

プロジェクト活動の説明が行われてプロジェクト実施の理解を得ている。

これまで実施に対する、村の公共組織や住民からの反対などはない。

他方、現場の活動に参加する住民が全体の一部であること、村内の公共

サービス組織の中にもプロジェクト活動を十分に知らない関係者がいるこ

とが調査で確認された。
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第４章　5項目による評価結果

実績と実施プロセスの調査結果を精査・分析し、以下のとおり5項目別評価を行った。

４－１　妥当性

（1）プロジェクトの、エジプト国障害者支援政策との整合性

社会連帯省は現在、施設型リハビリテーションと地域に根ざしたリハビリテーション

（CBR）の2つの戦略により、多様な年齢・障害分類を対象とした支援政策を展開している。

施設型リハビリテーションは非常に高いコストを必要とする一方で、サービスを必要とする

障害児・者のうちサービスを受けられたのは2％程度に留まっており、障害者が社会生活で

直面する問題解決や、社会復帰を目指すには不十分であることが確認されている。

障害問題の課題の解決には、CBRアプローチは低コストでありながら有効な成果が期待で

きる支援方法と認識されており、同省は積極的にCBRのメカニズムの構築と事業展開を推

進している。本プロジェクトの実施は、農村部におけるCBRモデル事業として同省の方針

とメカニズム構築に寄与するものであり、実施の適切性が認められる。

（2）JICAの対エジプト国援助方針との整合性

JICAは、「対エジプト国別援助実施計画」で、エジプト国に対する貧困削減・生活の質向

上支援を重点分野と定め、本プロジェクトを社会的弱者支援事業に位置づけている。

（3）プロジェクト目標の、裨益者ニーズとの整合性

2006年3月のベースライン調査結果と、本調査のサフール村でのインタビュー調査におい

ても、就労や就学など、経済・教育分野活動での障害児・者の参加は非障害児・者と同等の

環境条件をもたないことが確認されており、「サフール村の障害者が地域の一員として地域

活動に積極的に参加するようになる」 ことを目指すプロジェクト目標は、サフール村の長

期的な目標として、障害者とその家族の必要性に応えるものと認められる。

（4）アプローチの適切性

多様な関係者への質問紙票・インタビュー調査結果から、本プロジェクトの実施がサフー

ル村住民の障害者に対する認識を高めたという点が認められた。活動に積極的な障害児の母

親やボランティアの中には、CDAでの活動を継続する意欲が認められる。ただし、すでに

みたとおり、プロジェクトの実施段階で活動対象が障害児と母親およびボランティアに絞ら

れたことから、彼ら活動の参加者は住民の一部に留まっている。サフール村における活動実
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施現場のマンパワー・技術レベル・活動財源を考慮した場合、こうした活動対象の絞りこみ

は、実施の段階では現実的な選定であったと推測されるが、生活の質的向上や地域参加につ

いて障害当事者と家族がアクションを起こす意欲や意思の向上（エンパワメント）を促すに

は、十分なアプローチとは言い難い。

４－２　有効性

（1）プロジェクト目標の達成見込み

プロジェクト目標に記載される 「障害児・者の地域参加」 は、プロジェクト開始時には

多様な年齢の障害児・者による地域での多様な活動への参加が目指されていたと考えられる

が、これまでのところ、CDAが主催するワークショップやイベントへの参加に留まってい

る。また、サフール村の一部の障害児と母親が積極的に参加しているが、この参加者数はサ

フール村CDAの障害者登録数（2008年10月現在で79名）の約7分の1程度に留まると推測

される。現在CDAでの活動は、障害児とその母親を主対象とすることから、移動困難な重

度の身体障害児とその家族や成人障害者とその家族には関心が低くなりがちである。

2007年8月に、活動支援のターゲットが主に障害児と家族のみに絞られた理由として、

1）プロジェクト期間が短期であること

2）サフール村でCBRを展開するにあたり可能なマンパワーや財源が限られていることが

あげられる。

これにより、実際目指すことができるプロジェクトの達成度は、計画当初に意図したより

も、小規模に留まるであろう。

サフール村の障害者が、多様な分野（経済・教育・雇用・文化など）に参加するには、全

村民における障害理解、障害当事者と家族のイニシアティブ、障害児・者と家族が地域の活

動に継続的に参加していくメカニズムが不可欠である。この実現には、広い年齢層の多様な

障害特質のある住民を対象とし、かつ複数分野での長期的取り組みが今後必要となるであろ

う。

（2）障害者とその家族の地域参加を支援する、住民の意識向上の程度

本調査では、サフール村民における障害児・者とその家族が地域活動により参加すること

や彼らの社会統合を期待する意識の変化にかかる調査を、村民に対して直接行うことができ

なかった。しかし、関係者（社会連帯省、社会連帯省シャルキーヤ支局、CDA理事会員、日

本人専門家）の意見によれば、現在のところサフール村民における障害者支援への意識化は

プロジェクト前に比較すれば明確な変化があると認められるとともに、住民の障害児・者に

対する生活支援や共生の意義についての認識が十分に育成されていると言い難い。障害児・
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者に対する意識の向上は、長期的・継続的な取り組みが必要な課題であるため、残り1年の

プロジェクト活動の中で、何らかの意識向上にかかる活動が組み込まれるよう提言される。

４－３　効率性

（1）投入時期と活用の適切性

運営監理・技術人材として、エジプト国側から5名、日本側から2名の専門家派遣が予定

どおり配置された。エジプト国側の現場の実施人材では、CDA理事会員、障害者の家族、

ボランティアなど無償で働く人材、約39名もの人材が参加している点が本プロジェクトの

特徴である。活動に必要な施設については、サフール村CDA施設が主要な活動現場となっ

ており、施設の管理についてもCDA側で適切に行われている。他方、MOSSシャルキーヤ

支局職員の交通費の支出がなされず、円滑なモニタリング活動が困難であった。

プロジェクト経費は、日本側から約43,717千円、エジプト国側から社会連帯省とサフール

村CDAを合わせて約1,251米ドルであり、ほぼ適切に措置された。

（2）各成果の達成状況

1）成果1の達成状況

プロジェクト開始前の準備期間（2006年3～10月） にベースライン調査と地域分析調査

が行われ、障害児・者状況と潜在的社会資源の情報が収集された。プロジェクト開始後の

モバイル・キャンペーンセミナーにより、住民にプロジェクト活動の理解を求めるととも

に、障害児・者の家族を含む村民状況把握が図られた。障害児・者の生活状況把握・相談

業務・ホームヘルプ等を目的とした家庭訪問が一時期行われたが、現在は中断している。

類似CBR事業の学習は、国内外の事業視察・研修・セミナー参加などにより行われ、モ

ンテッソリー式教育や育児理論のスキルがプロジェクト活動に導入されている。学習活動

から得た知識のフィードバックが十分でないため、今後、関係者間での活発な意見交換が

必要である。サフール村での効果的な障害者支援事業に有効な知識・教訓を整理し、可能

なアプローチを特定するには、これまでの活動の結果を総合的にレビュー・評価すること

が必要で、プロジェクト終盤期で行われるよう進められる。

2）成果2の達成状況

プロジェクトでは、研修やワークショップを実施し、ボランティアの育成に努めてきた。

ボランティアは障害児への対応方法、べビーマッサージ、プレイセラピー、モンテッソリ

ー式育児方法など、基礎的な障害児の発達理解とホームエクササイズにかかる知識やスキ

ルを習得し、障害児の母親への指導テクニックも身につけつつある。プロジェクトが始ま
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ったことにより障害児の存在を知り、障害児の支援のために役立ちたいとの希望をもつ住

民がいるが、継続的・積極的に活動を行うボランティアは2008年10月現在で3名程度であ

る。

プロジェクト開始当初に比較すると、ボランティアへの関心をもつ住民は現在減る傾向

にある。その原因ともなるボランティア育成にかかる課題として、調査では次の3点が発

見された。

①CDAで設定されている活動時間

②ボランティアに対し経済的なインセンティブが支払えないCDAの財務状況

③ボランティアの意欲を高める実施側の支援環境

①については、現在CDAでの活動が午前だけのシフトが主なため午前中に仕事を持つ

者は参加できない。②については、家計のために仕事に就き収入を得る必要がある者にと

って完全無償での活動は継続が難しい。③については、活動に誇りと自信を持てるような

励ましや感謝の声かけがまったくない場合、特に若者や就労している者にとっては、継続

の意欲を持ち続けることが難しい。ボランティアの育成計画（活動時間・採用人数・支援

環境など）については、上3点も考慮にいれて改善策を講じることが期待される。

3）成果3の達成状況

プロジェクトが提供するセラピーワークショップ、一般児童や女性の参加を含むインク

ルーシブな活動は、障害児・者やその家族に新しい地域活動参加の機会と、ほかの障害者

や家庭との交流機会を提供している。この効果に加え、障害児の母親やボランティアは、

痛みをともなわずかつ安全で効果のあるセラピーや身体的成長とともに精神的成長を促す

育児知識の習得に意欲を示している。研修・ワークショップに参加者した障害児の家族に

おいては、子どもの生活の質を高めることへの希望や、ほかの家族との交流を求める意識

が認められた。

他方、CDAの活動に参加する障害者家族数は多くなく、プロジェクト開始当初に比較す

ると、活動参加度が低くなる傾向があるとの意見が多く聞かれた。これについては、主に

次の3点が理由と考えられる。

①べビーセラピーやモンテッソリー式教育の方法は、日常生活のなかで時間をかけ実践す

る知識であるため、効果を早期に目に見える形で期待する親の関心が薄れつつある。

②セラピーワークショップでは同じ知識の繰り返しであり、かつ家庭での実践が可能なの

で、変化を求め意欲を失う。

③多くの障害児の親たちは、子どもが持つ障害が医療的に治療されることを期待している

ため、日常生活で実践されるセラピーに対し関心が低い。
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したがって、セラピーが効果を認めるのに長い時間や粘り強い取り組みが必要であるこ

とについて障害児の家族への理解を図る必要があるとともに、情報提供をより積極的に広

げて新しい参加者を招いたり、参加者の意欲を保つために活動内容を刷新するなど、工夫

が必要である。

4）成果4の達成状況

プロジェクトは、村民に障害児・者と家族の存在を知らせ、CDAを通じた障害者支援活

動への認識を高めた。CDAを中心して行われる障害児・者と非障害児・者の双方を対象と

するワークショップやイベント等のインクルーシブな活動は、障害児・者と非障害児・者

が共に時間を過ごす交流機会を与え、地域住民の障害児・者への理解を深めることに役立

っている。

調査によれば、サフール村では従来から社会的弱者への慈悲の精神が存在し、プロジェ

クトの実施を契機として住民の障害者へのこうした思いが、支援の意義として意識される

ようになったと推測される。 しかし、ヒアリング調査によれば、サフール村では障害児の

受入れない方針の学校（小学校・中学校）もあることが確認され、公共サービスから漏れ

る障害児も多いことがわかっている。更に活動への参加者は住民の一部であるため、今後

も多様な分野（教育・保健・雇用・文化など）での理解促進活動が必要と考えられる。

5）成果5の達成状況

プロジェクトの活動は、社会連帯省シャルキーヤ局・CDA内社会連帯ユニット事務局に

おいて記録され、月例報告がシャルキーヤ支局より社会連帯省へ提出されている。

プロジェクトの経験に基づくCBRにかかる最終報告書の作成は、残り1年の大きな活動

の一つになると考えられ、成果（1）で指摘されたとおり、実施関係者によるプロジェクト

経験のレビュー・知識や教訓、課題、可能なアプローチの特定の議論が十分に行われるこ

とが重要である。 最終報告書では、多様なアクターの役割、関係者の異なる関心事項、有

効活用できる地域資源、リスク要因を考慮した分析がなされる必要がある。

（3）効果的な実施を可能にするため運営上の措置

実施プロセスで見たとおり、運営監理人材の役割・業務が不明な点があり、これが活動進

捗に影響している。残期では、各活動の主要アクターおよびモニター担当者と方法について

具体的に定め、アクター間の情報共有の緊密化とコミュニケーションの円滑化を図る必要が

ある。

その他、シャルキーヤ支局のサフール村現場モニタリングのための視察活動が、交通費の
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未措置のために予定どおりに行われなかった事実がある。計画の実施を円滑に進めるために、

来年度のモニタリング交通費の措置も含め、継続的な活動実施のための予算を支局の予算計

画に組み込むことが求められる。

４－４　インパクト

（1）上位目標の達成見込み

上位目標に「社会連帯省のイニシアティブにより特定されたCBRアプローチを活用した

障害者支援事業がシャルキーヤ県内の周辺郡でも実施・普及される」ことが目指され、プロ

ジェクトの終盤で作成予定の「CBR最終報告書」 は、社会連帯省のCBRメカニズムの構築

と政策策定の貴重な材料とされる予定である。他方で、上位目標が示す「特定されたCBR

アプローチ」 は、本プロジェクトが提示するものだけでは不十分であるため、上位目標の

達成のためには、社会連帯省において多様なCBR事業の研究や経験が更に必要と思量され

る。

（2）波及効果

正のインパクトとして、CDAでの活動により、プロジェクト開始前は家にこもりがちで

あった障害児・者の家族が、CDAで新しい友人や相談相手を見つけるなど人間関係におけ

る広がりが得られたこと、生活に新しい喜びを見出している点などがあげられる。

負のインパクトとして、本邦研修人選をめぐり関係者間の人間関係が悪化したことがあり、

今後の本邦研修参加については慎重に検討を行う必要があると思われる。

４－５　自立発展性

（1）政策的側面の持続可能性

社会連帯省は政策においてCBR事業展開のメカニズム構築を意図しており、本プロジェ

クト実施経験を省の障害者支援政策策定の有効な検討材料の一つとする意思がある。しかし

ながら、シャルキーヤ県内でのCBR事業の展開には、事業の持続性を確保する政策的支援

と枠組み（制度的・財政的・戦略的）が現状では不十分である。

（2）組織体制・財政面での持続可能性

CBRは施設型リハビリテーションに比して大きな経費を必要としないが、CBR事業を持

続させるには、安定した活動財源が必要である。ボランティアが育成されればプロジェクト

終了後もCDAの活動が自動的に続いていく、というものではなく、継続には必要人材や財

源の確保がされること、あるいは、既存の社会資源を活用するなど、投入確保のメカニズム
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や体制構築を行う必要がある。また障害児・者や家族を含めた主体化、インクルージョン推

進のためのより広範な地域社会参加体制の構築も、必要である。

（3）技術的側面の持続可能性

インタビュー調査から、CBR活動に積極的に参加している障害児・者の家族、ボランティ

アたちは、プロジェクト活動で学んだ基礎的セラピー・育児等の知識を目的とともに理解し、

日常生活で実践している。ここから、得られた知識や技術は今後も活用されていと期待でき

る。今後は知識を学んだ母親やボランティアが、他の母親やボランティアへと知識を伝授し、

技術と知識がより多数の住民に活用されていくようなメカニズムづくりが求められる。

４－６　結　論

以上に述べたとおり、プロジェクトはサフール村における障害児・者と家族の地域活動への参

加、住民の彼らに対する理解、障害児・者とその家族のために働くボランティアの育成において、

ある程度のアウトカムをもたらしている。しかしながら、重要な指摘事項として、現在までのサ

フール村での活動がおおむねCDA施設内でのデイケアサービス提供に留まっていることがあげ

られる。これはエジプト・日本国側双方が、当初意図していたプロジェクトのアプローチとは大

きく異なっている。

プロジェクト目標と上位目標の達成のためには、

（1）情報共有と共通理解の構築を含むモニタリング・運営監理における実施体制

（2）現場での各活動の継続と方法論構築

（3）実施関係者（中央省、支局、CDA、障害児・者と家族、ボランティア）によるプロジェク

ト経験

すなわち、CBR事業にかかる研修（学習）結果と教訓の共有、

（4）対象地域でのアウトカム持続を可能にするためのメカニズムの構築

の改善に取り組むともに、残期において現実的な活動計画をもつことが必要である。
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第5章　提言と今後の協力方針

５－１　提　言

５－１－１　サフール村での活動マネージメント・モニタリングのための適切な実施体制の整備

円滑な活動進捗の把握と技術的指導、関係者間の情報共有と教訓やノウハウの抽出を目的と

して、特に以下の事項に取り組むことが提言される。

（1）社会連帯省シャルキーヤ支局によるモニタリングシステムの構築

（2）サフール村におけるCBR委員会の設置の着手

５－１－２　サフール村における活動の持続性を確保するためのメカニズムの構築

CBR活動の安定化・持続化を目指して、特に以下の事項に取り組むことが提言される。

（1）活動財源の確保

（2）活動人材の人材育成

（3）地域に根ざした活動の企画とプログラムの構築

５－１－３　実施関係者によるサフール村でのプロジェクト経験のアウトカムと教訓の共有

適切な役割分担による効率的・効果的な活動実施を目指し、社会連帯省本省、社会連帯省シ

ャルキーヤ支局、サフール村CDA、障害児・者とその家族、ボランティア等、主要関係者間

の共通認識の構築を目的として、特に以下の事項に取り組むことが提言される。

（1）各アクターの役割の明確化

（2）活動進捗にかかる定期的な情報共有の実施

５－１－４　エジプト国の特性に合致した適切なCBR事業実施戦略の策定

将来のCBR事業のメカニズム構築に資する、事業実施に有効なリソースと可能なアプロー

チの特定を目的として、特に以下の活動を行うことが提言される。

（1）CBR戦略と実践にかかるワークショップの主催

（2）プロジェクトの最終報告書の作成

５－２　プロジェクト計画の見直し（PDM-2）

評価結果に基づき、エジプト国側とプロジェクトデザインの修正について合意し、PDM-2を作

成した。次頁のPDM－2を参照。
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５－２－１　PDM－2

PDM－2は、評価用PDMを基礎資料とし、成果表現の記載、一部の活動と指標について修

正を行った。

主な修正は以下のとおり。

（1）ターゲットグループかつ直接裨益者について、「障害児とその母親」に限定せず、当初

計画のとおりに「障害児・者とその家族」とする、

（2）成果2,3,4の順序を変更、

（3）成果4の医療的介入にかかる活動を、「障害児とその母親を対象とした相談事業」に修

正、

（4）成果5の表現を、より具体的な目的を示す「教訓・提言の抽出」に修正、等。

５－３　今後の協力方針（デザインの基本構成）

残期1年間の協力概要は以下のとおりである。

（1）最終裨益者

障害児・者とその家族

（2）プロジェクトサイト

シャルキーヤ県・ディアルブ・ネゲム郡・サフール村

（3）ターゲットグループ

障害児・者、障害児・者の家族、ボランティア（障害者を含む村民）、サフール村地域開

発協会（CDA）、社会連帯省シャルキーヤ支局

（4）実施機関

社会連帯省、社会連帯省シャルキーヤ支局、サフール村地域開発協会（CDA）

（5）投入計画

1）エジプト国側

①人材（運営監理および実施技術人材）

プロジェクトダイレクター1名（社会連帯省本省）、プロジェクトコーディネーター1名

（社会連帯省本省）、プロジェクトマネージェー 1名（社会連帯省シャルキーヤ支局長）、

成果 5 担当実施マネージャー 1名（社会連帯省シャルキーヤ支局リハビリテーション部

長）、成果1－4担当実施マネージャー1名（サフール村地域開発協会・議長）、サフール
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村地域開発協会・理事会員、ボランティア、障害児・者、障害児・者の家族（親族）。

②施設・建物

活動のための施設（CDA施設等）、日本人専門家の執務室（社会連帯省シャルキーヤ支

局内）

2）日本側

①人材：必要な分野の短期専門家、必要なローカル支援人材。

②本邦研修：必要に応じて

③プロジェクト経費：約20,000千円（約1年、暫定）
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プロジェクト・デザイン・マトリックス－2（PDM version 2） 作成日：2008年11月6日

対象地域：シャルキーヤ県サフール村

プロジェクト期間：2006年3月～2009年11月（準期間： 2006年3月～10月）

ターゲットグループ：障害児・者、障害児・者の家族、ボランティア（障害者を含む村民）、

サフール村地域開発協会（CDA）、社会連帯省シャルキーヤ支局

最終裨益者：障害児・者とその家族　

プロジェクトの概要 指　標 指標の入手手段 外部条件

上位目標
社会連帯省のイニシアティ
ブにより、特定されたCBR
アプローチを活用した障害
者支援事業が、シャキヤ県
内の周辺郡でも実施・普及
される。

1. 特定された障害者支援の
基本方針文書の内容

2. 障害者支援政策に関わる
セミナーの実施数

3. 構築されたCBRモデル事
業展開の仕組み（対象
県・実施組織・実施アク
ター・連携組織団体）

1. MOSS障害者支援
政策と事業展開に
かかる文書

2. MOSSによるセミ
ナー実施報告書

3. MOSSおよび他関
係組織による障害
者支援事業にかか
る文書

プロジェクト目標
サフール村の障害児・者が、
地域の一員として地域活動
に積極的に参加するように
なる。

1. 地域活動に参加した障害
者と家族の数

2. 障害者自助グループ設立
案 （目的／活動／メンバ
ー等）

3. 障害者と非障害者の、共
生にかかる意識の変化

4. CBR実施の教訓や課題の
記載を含む最終報告書

1. 地域活動参加にか
かる記録

2. CBRにかかる最終
報告書

3. 障害者を含む村民
へのヒアリング調
査

4. CBRにかかる最終
報告書

・エジプト政府の障
害者政策が特定さ
れ明確に文書化さ
れる。

・エジプト政府が本
プロジェクトを教
訓とした障害者支
援方策を政策に導
入する

・社会連帯省の障害
者支援事業の国内
展開にかかる制度
的仕組みが明確に
される。

成果
1. パイロット地域の障害者
支援にかかる地域資源と
アプローチが特定される

1-1. 調査により発見された
資源と課題

1-2. サフール村障害者統計
（障害別・年齢別人口）

1-3. 特定された活用可能な
資源とアプローチの内
容

1-1. ベースライン調
査報告書、短期
専門家報告書、
障害者登録記
録、障害者評価
記録、シャルキ
ーヤ支局統計、
CBRモバイルセ
ミナーの結果記
録

1-2. ベースライン調
査報告書、シャ
ルキーヤヤ支局
統計

1-3. CBRにかかる最
終報告書

障害者支援に関わる
政府関連機関（社会
連帯省 MOSS、母子
国家委員会 NCCM、
教育省、保健省、地
域組織等）の政策調
整が、公正・適切に
行われる。
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プロジェクトの概要 指　標 指標の入手手段 外部条件

成果
2. 住民の障害児・者につい
ての理解が深まる

3. ボランティア活動が継続
的に行われる

4. 障害児・者の地域活動へ
の参加機会が拡大する

5. CBRに関する教訓・提言
が取りまとめられる

2-1. 成人対象のインクルー
ジョン活動の参加者と
活動頻度

2-2. 児童対象のインクルー
ジョン活動の参加者と
活動頻度

2-3. 障害児・者についての
住民の理解の変化（実
施前との比較）

3-1. 研修／ワークショップ
を受講した障害者とそ
の家族を含むボランテ
ィアの人数

3-2. 研修／ワークショップ
ファシリテーターとな
った障害者の家族・ボ
ランティアの人数

3-3. ボランティア活動財源
が確保される（財源準
備状況）

3-4. 定期会合が実施される
（会合実施状況）

3-5. ボランティア活動の内
容・仕組み、CDAのボ
ランティア活動支援に
おける役割

4-1. 障害児・者と家族が参
加した地域活動一覧

4-2. 障害児・者が参加し
た、地域活動の種類、
参加状況、活動頻度
（プロジェクト実施前
との比較）

4-3. 地域活動に参加を希望
する／参加した障害
児・者の意識の変化
（プロジェクト実施前
との比較）

5-1. CBR活動にかかる合同
調整委員会報告書

5-2. 可能と考えられるCBR
のアプローチや実施に
おける課題の記載を含
む最終報告書

2-1. 事業進捗報告
書、CBR活動記
録

2-2. 事業進捗報告
書、CBR活動記
録

2-3. 障害児・者とそ
の家族へのイン
タビュー調査

3-1. 事業進捗報告
書、CBR活動記
録

3-2. 事業進捗報告
書、CBR活動記
録

3-3. 基金設立と基金
の機能に関わる
文書

3-4. 会議記録
3-5. 進 捗 報 告 書 、

CBR活動記録

4-1. 事業進捗報告
書、CBR活動記
録

4-2. 障害児・者と家
族へのヒアリン
グ調査

4-3. 障害児・者とそ
の家族へのイン
タビュー調査

5-1. 合同調整委員会
（JCC）の事業進
捗報告書

5-2. CBRにかかる最
終報告書

障害者支援に関わる
政府関連機関（社会
連帯省 MOSS, 母子
国家委員会 NCCM,
教育省、保健省、地
域組織等）の政策調
整が、公正・適切に
行われる。
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活　動 投　入 外部条件

成果1の活動
1-1 障害者支援に関わる対象地域の社会資

源と社会状況にかかる調査を行い結果
を取りまとめる（ベースライン調査、
短期専門家社会状況調査）。

1-2 CDA、障害者を含む村民、ボランティ
ア、MOSS職員（本省・支局）を対象
に社会調査手法の研修を行う（PLA研
修）。

1-3 障害児・者・その家族・地域住民・地
域リーダーを対象に CBR モバイル・
キャンペーンセミナーを実施し、障害
児・者の状況を把握する。

1-4 障害者を含むボランティアが、障害
児・者家庭の訪問を行い、地域活動へ
の参加状況を含む情報の収集を行う。

1-5 社会連帯省シャルキーヤ支局、CDA、
障害児・者の家族、ボランティアが、
他の障害児・者支援活動を視察し、サ
フール村で活用可能なノウハウや教訓
を学ぶ。

成果2の活動
2-1 障害児・者と非障害児・者の双方を対

象として、インクルーシブな活動を主
催し、インクルージョンと共生の理解
を育成する （キャンプ・遠足・スポ
ーツなど）。

2-2 障害児の家族とボランティアを対象
に、障害児と非障害児に関わる育児方
法の学習機会や意見交換の機会を設け
る（育児クラス、おもちゃ作り、乳幼
児マッサージクラス、お茶会など）。

2-3 障害児とその家族を対象とした、相談
事業などを定期的に実施する。

成果3の活動
3-1 障害児・者とその家族を含む地域住民

を対象に CBR モバイル・キャンペー
ンセミナーを実施し、ボランティアが
果たす役割と重要性についての理解を
促進する。

3-2 障害児・者を含む地域住民からボラン
ティアを募集・選定する。

3-3 ボランティアを対象としたボランティ
アワーク研修のプログラムを策定す
る。

3-4 障害児・者の家族とボランティアを対
象として、ボランティア育成ワークシ
ョップのファシリテーターとなる知識
を習得するための、研修・ワークショ
ップを実施する（障害児・者の日常ケ
ア研修、ホームセラピー・ワークショ
ップなど）。

【エジプト側】
1. 人材
（1）実施監理人材
【中央】
・プロジェクトダイ
レクター（社会連
帯省本省）
・プロジェクトコー
ディネーター（同
上）

【地方】
・プロジェクトマネ
ージャー（シャル
キーヤ支局）
・活動実施マネージ
ャー

（2）技術人材
・CDA理事会員ー
・ボランティア
・障害児・者
・障害児・者の家族

2. 活動に必要な土
地・建物・施設

（1）研修・セミナー
実施のための施
設（C D A事務
所ほか）

（2）日本人専門家の
執務室

3. 現地活動経費

【日本側】
1. 人材
（1）日本人専門家

1）長期専門家
・CBR推進

2）短期専門家
・地域社会分析
・その他必要な分
野

（2）現地雇用人材
・作業療法講師
・ほか必要な人材

2. 資機材供与、社
会調査経費、必
要に応じプロジ
ェクト活動にか
かる交通費

3. 本邦研修あるい
は第三国研修の
実施と経費：
年間 2名から 3名
（2MM）

4. エジプト国内で
のプロジェクト
現地業務・運営
監理経費

サフール村に
おいて障害者
支援のリソー
スとなる団体
やグループリ
ーダーが、公
共サービスを
提供する政府
関連組織が、
CBR活動に継
続的に協力す
る。
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活　動 投　入 外部条件

3-5 上記活動 2-4でスキルを身につけた障
害児・者の家族とボランティアがファ
シリテーターとなり、障害児・者の家
族を対象とした研修を開催する。

3-6 ボランティア活動を実施するための財
源を確保する。

3-7 村のCBR活動委員会を設置する。

成果4の活動
4-1 インクルージョンを指向する活動を実

施する。
4-2 CDA、社会連帯省（本省・支局）、障

害児・者とその家族によって、自助グ
ループの形成を検討する。

4-3 障害児とその母親を対象とした、相談
事業を定期的に設ける。

成果5の活動
5-1 プロジェクト活動を定期的に記録す

る。
5-2 （プロジェクトの終盤期に）シャルキ

ーヤ支局、CDA、サフール村代表者、
障害者、その家族、ボランティア、日
本人専門家により、これまでの活動の
効果や残された課題についての意見交
換を行う。

5-3 上記すべての活動と成果の達成状況に
基づき、CBRの地域資源・課題・可能
と考えられるアプローチの記載を含め
た最終報告書を取りまとめる。

前提条件
サフール村の
住民がCBRプ
ロジェクトの
実施に賛成す
る。
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